
 

平成３０年第１回 中野区国民健康保険運営協議会 次第 

 

 

開催日時：平成３０年２月８日 

午後２時開会 

会場：区役所４階 庁議室 

 

 

１ 開会 

（１）区長あいさつ 

（２）諮問書の提出 中野区国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

（３）会長代理の選出 

（４）新任委員自己紹介 

（５）会議録署名委員の選出 

 

 

２ 議事 

（１）報告事項 

 資料１ 国民健康保険の運営状況等（平成２８年度） 

資料２ 中野区国民健康保険データヘルス計画及び中野区第三期特定健康診査 

等実施計画（案）について 

 

（２）審議事項（諮問） 

 資料３ 諮問書（写）、中野区国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 資料４ 平成３０年度国民健康保険料率算定の考え方 

 資料５ 国民健康保険における保険料率等の推移 

 資料６ 国民健康保険モデル世帯別保険料の前年度比較 

 

（３）その他 

 

 

３ 閉会  



資料１ 
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国民健康保険の運営状況等（平成２８年度） 

 

国民健康保険は、加入者が納める保険料、国や都の支出金などをもとに区が運営していま

す。平成２８年度の平均加入者数は、区民の約３割、約８万９千人でした。 
 
 

歳出  医療費などに充てる国保給付費が前年比４％減少し２０４億円に 

 国民健康保険の歳出は、384億円で、

前年度に比べ 13億円減少しました。 

国保給付費が全体の 53％に当たる

204億円で、前年度に比べ 4.4％、9億

4千万円減少しました。 

後期高齢者医療制度への支援金は、

48億円で、1億円減少しました。40歳

～64 歳の方の保険料として介護保険

制度へ納付する介護納付金は、19億円

で、1億円減少しました。 

これらの減少の要因は、社会保険の

適用拡大に伴う被保険者数の減及び

診療報酬改定の影響などによるもの

です。このほか、諸支出金が国・都へ

の返還金の減少により 2億円減少しました。 

 

 

歳入  運営経費の一部として約５２億円を一般会計から繰り入れ 

 歳入の総額は約 387億円で、前

年度に比べ 12 億円減少しました。 

全体の 24%を占める加入者の

保険料は 91 億円で、4 千万円増

加しました。国や都からの支出金

は、25％を占める 96 億円で、国

保給付費などの減少に伴い 4 億

円減少しました。 

また、前期高齢者の加入割合に

よって保険者間の財政を調整す

る仕組みである前期高齢者交付

金が 42 億円でした。療養給付費

交付金は 3億円で、2億円減少し

ました。こうした収入のほか、平

成 28 年度は区の一般会計から 52 億円を繰り入れました。繰入額は、歳出の減少などに伴い、前年度と

比べ約 4億円減少しました。 
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１ 国保主要データ 

（１）被保険者 

①被保険者数の推移（各年度末現在） 

中野区国民健康保険の被保険者数は、平成２９年３月末現在、８６，６９４人で、総

人口に占める割合は２６．５％となっており、ここ数年、減少傾向にある。 

（単位：世帯・人） 

 中野区総人口 

（A） 

国保加入世帯数・被保険者数 加入率 

（C）/（A） 世帯数（B） 被保険者数（C） 

平成２５年度 315,003 67,808 93,419 29.7％ 

平成２６年度 318,530 67,120 91,622 28.8％ 

平成２７年度 323,688 66,954 90,063 27.8％ 

平成２８年度 326,839 65,549 86,694 26.5％ 

年次別決算基礎データ（平成２９年度版） 

 

②保険料減額世帯の割合 

保険料（均等割額）減額世帯の割合は増加傾向にあり、平成２８年度は、４１.７％

となっている。 

（単位：世帯） 

 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

国保加入世帯数（年平均） 68,318 67,933 67,544 66,913 

減額世帯数（合計） 23,900 26,842 27,119 27,905 

（割合） 35.0％ 39.5％ 40.2% 41.7％ 

内

訳 

７割減額 17,042 17,893 17,914 18,614 

（割合） 24.9％ 26.3％ 26.5％ 27.8％ 

５割減額 1,224 4,694 4,950 5,027 

（割合） 1.8％ 6.9％ 7.3％ 7.5％ 

２割減額 5,634 4,255 4,255 4,264 

（割合） 8.2％ 6.3％ 6.3％ 6.4％ 

指導検査データブック 

 

③所得割賦課世帯数の推移 

所得割を賦課している世帯数の割合は、５３％前後を推移している。 

（単位：世帯） 

  平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

国保加入世帯数※① 68,770 68,126 67,783 66,522 

加入世帯のうち、所得

割を賦課した世帯数② 
37,586 36,521 36,427 35,021 

所得割額を賦課した世

帯数の割合②／① 
54.7％ 53.6％ 53.7％ 52.6％ 

※ 保険料の本算定時（毎年６月）における国保加入世帯数 
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（２）保険料収納率 

保険料の収納率は、８５％前後を推移している。 

 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

現年分収納率（医療分） 84.91％ 84.80％ 85.47％ 85.13％ 

現年分収入率 85.6％ 85.6％ 86.0％ 85.6％ 

滞納繰越分収入率 22.9％ 23.3％ 26.4％ 24.6％ 

※ 収納率は、収入済額から還付未済額を除いた額（純収入額）を、調定額から居所不明者分を
除いた額で除したときの割合 
収納率 ＝（収入済額－還付未済額）／（調定額－居所不明者分調定額） 
収入率 ＝ 収入済額／調定額 

 

（３）給付費等 

①療養諸費（療養給付費、療養費） 

病気やケガをしたときに健康保険を扱う病院や診療所で治療を受けた場合、被保険者 

はその医療費の一部（一部負担金）を支払い、残りを国民健康保険が給付する（保険者 

負担分）。 

 また、旅行中の急病などで被保険者証を提示できず医療費の全額を支払った場合は、 

後日、保険者負担分を請求できる。 

    （単位：千円） 

  平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

療養給付費 
件 数 1,327,960 1,321,825 1,307,822 1,266,767 

金 額 17,855,407 17,989,578 18,256,919 17,401,356 

療養費 
件 数 59,631 60,279 61,100 55,748 

金 額 438,608 443,932 436,627 415,403 

 

②高額療養費 

医療費の負担を軽減するため、支払った医療費（一部負担金）が一定額（自己負担限 

度額）を超えた場合に支給する。また、あらかじめ限度額適用認定証を医療機関に提示 

することで、医療機関窓口での支払いが自己負担限度額までとなる。 

（単位：千円） 

 
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

件数 33,074 34,485 37,590 38,360 

金額 2,172,441 2,193,286 2,361,638 2,302,277 
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③一人当たり医療費の推移 

一人当たり医療費は平成２７年度まで増加していたが、平成２８年度は、診療報酬の

マイナス改定等の影響により、前年度比９８．１％となった。 

（単位：円） 

 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

一人当たり医療費 263,043 269,518 279,651 274,268 

前年度比 101.3％ 102.5％ 103.8％  98.1％ 

 指導検査データブック 

④出産育児一時金の支給 

（単位：千円） 

 
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

件数 429 433 406 405 

金額 180,192 181,505 170,420 169,954 

 

⑤葬祭費の支給 

（単位：千円） 

 
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

件数 376 345 358 329 

金額 26,320 24,150 25,060 23,030 

 

２ 制度上の財政課題 

（１）一般会計繰入金の推移 

 国民健康保険事業特別会計では、被保険者の負担軽減及び保険料の未収金補填等のた

め、一般会計からの法定外繰入を行い、均衡を保っている。 

（単位：億円） 

 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

保険給付費 208 209 214 204 

一般会計からの繰入金 48.5 51.2 55.9 51.5 

 法定内繰入金 ※1 18.1 19.9 23.9 24.5 

法定外繰入金 30.4 31.3 32.0 27.0 

 決算補填等目的 ※2 28.1 28.9 29.7 24.7 

決算補填以外の目的 2.3 2.4 2.4 2.3 

年次別決算基礎データ 

※1 基盤安定繰入金、職員給与等繰入金、出産育児一時金（2/3） 

※2 保険料の負担軽減 

※3 地方単独事業の医療給付費波及増、保健事業費に充てるため、保険料の減免額に充てるため。 
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３ 平成２８年度に行った主な取り組み 

（１）歳入確保の取り組み 

①収納率の向上対策 

  ・キャッシュカードがあれば、その場で口座振替の手続きができる、ペイジー口座振

替受付サービスを、国保加入時のほか、転入等説明時を活用し積極的に勧奨した。 

・資格情報の適正化のため、１号・３号被保険者資格喪失者の情報を活用し、被用者

保険等加入者の国保喪失を勧奨し、適正な資格管理を行った。 

  ・保険料の高額滞納者に対して、現年分の滞納に関しても速やかに財産調査を開始し、 

滞納整理への着手を早めることで滞納繰越の防止に努めた。 

・区職員による臨戸徴収を実施した。 平成２８年１２月１１日（日） 

 

（２）取り組みの実績 

①口座振替加入率推移（各年度末実績）               （単位：件） 

項目 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

国保加入世帯数 67,808 67,120 66,954 65,549 

口座振替世帯数 26,984 27,436 27,718 27,195 

口座振替加入率 39.8％ 40.9％ 41.4％ 41.5％ 

 

  ②国保喪失勧奨を行い届出のあった割合 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

 統計データ無 31.6％ 35.6％ 38.3％ 

 

③２３区における収納率順位 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

１０位 １０位 １０位 １３位 

  

④臨戸徴収の訪問実績 

４６組（１組２名）で実施。滞納者宅（約１，５４９世帯）を訪問し、催告書の訪問 

送達を行った。 

 

（３）歳出適正化の取り組み 

①医療給付費の適正化 

医療費についての関心を持ってもらうための医療費通知や、生活習慣病の方を対象と 

したジェネリック医薬品を選択した場合の自己負担の差額通知の実施 

 

②ジェネリック医薬品の普及活動につき、国保ガイド、医療費通知等を発送する機会を

捉えて広報周知した。 
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  【現在取り組み中のもの】 

   (1)糖尿病性腎症重症化予防事業 

   (2)中野区国民健康保険データヘルス計画策定 

 

（４）取り組みの実績 

①中野区の医療給付費の適正化事業 

年度 

ジェネリック医薬

品使用率（全医薬品

に占める割合） 

ジェネリック 

差額通知 

医療費通知 

（12か月分） 

平成２５年度 22.1％ 年２回 年１回 

平成２６年度 26.7％ 年２回 年１回 

平成２７年度 29.5％ 年２回 年１回 

平成２８年度 50.7％  ※1 年３回 年１回 

※1  厚生労働省からの新指標が示され、平成 27年度の旧指標（後発医薬品の数量／全医薬品の数量） 

から新指標（後発医薬品の数量／後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量）に変更 

   

  ②歳出抑制の目安 

ジェネリック医薬品利用率が１％増で約１千万円の財政効果を見込みがある。 

平成２８年度から対象医薬品を増やすとともに、通知回数を２回から３回とした。 



中野区国民健康保険保健事業実施計画 
（データヘルス計画） 

 中野区  

平成３０年３月 

 

平成３０年度(2018年度)～平成３５年度(2023年度) 

中野区第三期特定健康診査等実施計画 
（案） 

資料２ 
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はじめに データヘルス計画作成にあたって 

１．計画の背景・策定の目的 

 中野区の老年人口は、2025 年ごろまではほぼ横ばいですが、それ以降、急激に増加し、 
2055 年にはピークを迎える予測（約９万人）となっています。急速な高齢化、医療の高度化等を
踏まえ、医療費の急増を抑える取組みが緊急の課題となっています。 
 平成 ２０年度から制度化された特定健康診査の実施や診療報酬明細書（レセプト）の 電子化、
国保データベースシステム（※１）等の整備により、医療保険者が健康や医療に関する情報
（データ）を活用して、被保険者の健康課題の分析や保健事業の評価等を行うための基盤整備
が進んでいます。  
 また、平成２４年７月に厚生労働省が策定した「２１世紀における国民健康づくり運動（通称：健
康日本２１（第二次））」 （※２）においては、国民の健康増進の総合的な推進を図るための基本
的な方針として「健康寿命の延伸と健康格差の縮小」「生活習慣病の発症予防と重症化予防の
徹底」などが示されています。 
 これに基づき、中野区は保有している健康や医療に関する情報（データ）を活用し、ターゲット
を絞った保健事業を展開するために、中野区国民健康保険データヘルス計画を策定します。こ
の計画では、区民の健康づくり、生活習慣病の早期発見・早期治療を促進、疾病の重症化の
予防等を目的とし、ポピュレーション・アプローチから重症化予防までを網羅した保健事業を明
らかにします。この取り組みにより、区民の生活の質(QOL)を高め、医療費を適正化し、介護予
防や健康寿命の延伸につなげることを目指します。 
 

（※２） 「21世紀における国民健康づくり運動（通称：健康日本２１（第２次））」とは、健康寿命の延伸などを実現す  
    るため、2000年（平成１２年）に厚生省（当時）によって始められた国民健康づくり運動のことです。 

２．ＰＤＣＡサイクルに沿った保健事業の展開 

 国民健康保険法第８２条第１項において、保険者には「特定健康診査等（※３）を行うものとす
るほか、これらの事業以外の事業であって、健康教育、健康相談、健康診査その他の被保険者
の健康の保持増進のために必要な事業を行うように努めなくてはならない」として「保健事業」の
実施が義務づけられています。 
 データヘルス計画においては、特定健康診査等の結果や健康・医療情報を活用して、中野区
の現状や課題の分析を行い、PDCAサイクル（※４）に沿った効果的で効率的な保健事業を展
開していくものとします。 

（※３）特定健康診査等とは、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき実施する４０歳～７４歳までの医療保険  
    加入者を対象とした「特定健康診査」と、その結果により、腹囲や血糖・血圧・脂質等の生活習慣病リスクが 
    一定基準を超える人を対象として実施する「特定保健指導」を指します 
（※４） PDCAサイクルとは、事業を継続的に改善するため、Plan（計画）－Do（実施）－Check（評価）－Act（改善）  
    の段階を繰り返す手法のことです。 

（※１） ＫＤＢシステム（国保データベースシステム）とは、国保連合会が管理する「特定健診・特定保 
       健指導」、「医療（後期高齢者医療含む）」、「介護保険」等に係る情報を活用した統計情報等 
       を保険者向けに情報提供することで、保険者の効率的かつ効果的な保健事業の実施をサポートす 
       ることを目的として構築されたシステムのことです。 
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３．他の計画との整合性と計画期間 

 中野区は、基本構想で描いた基本理念を実践するとともに、将来像と10年後の姿を実現する
ために、基本計画となる「新しい中野をつくる１０か年計画（第３次）」を平成２８年４月に策定して
います。 
 この１０か年計画（第３次）では、健康的な暮らしを実現するため、区民一人ひとりが、健診結果
などの情報や身近な医療、地域の取組みなどを活用しながら、健康の自己管理に努め、健康の
維持向上を図るとしています。 
 また、「中野区地域包括ケアシステム推進プラン」では、後期高齢者になっても元気で暮らし続
けられるよう早い時期からの健康づくり、介護予防の取組みを進めるとしています。  
 本計画は、「新しい中野をつくる１０か年計画（第３次）」、「中野区地域包括ケアシステム推進
プラン」、「中野区健康福祉総合推進計画」等との整合性を図りながら、「中野区第三期特定健
康診査等実施計画」も一体的に策定を行います。(中野区国民健康保険特定健康診査につい
ては、以下特定健康診査という。) 
 計画期間は平成３０年度(2018年度)から平成３５年度(2023年度)までの６年間とし、３年経過後
の平成３３年(2021年)に３年間の取組みを評価分析し、必要に応じて計画の見直しを行います。 

４．計画の目標と方向性 

 本計画の策定にあたり、中野区においては、被保険者の健康寿命を延伸するために、「被保
険者の健康の維持・向上」と「医療費の適正化」の二つを目標として掲げます。 
 この目標に向けた取組みを進めるために、中野区国民健康保険被保険者の現状を把握し、
健康診査の結果や診療情報などの分析結果から健康課題を明確にし、優先して実施していく
保健事業を示します。 

５．計画策定に向けた地区分析 

 中野区では区が目指す地域包括ケアシステムの実現に
向けて，４つの日常生活圏域(中部・北部・南部・鷺宮の各
すこやか福祉センター圏域)を設定しています。本計画で
は、区全体の他、日常生活圏域別の国民健康保険被保
険者の状況についても分析を行いました。 

2016年度
（平成２８年度）

2017年度
（平成２９年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
(平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

「国民健康保険データヘルス計画」

「地域包括ケアシステム推進プラン」

「新しい中野をつくる１０か年計画（第３次）」

「第二期特定健康診査

等実施計画」
「第三期特定健康診査等実施計画」

「健康福祉総合推進計画」 「健康福祉総合推進計画」

「健康福祉総合推進計画」
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６．計画推進の体制 

(Ⅰ) 中野区国民健康保険、保険者としての取組み 
   保険医療分野として取り組む疾病の重症化予防や、医療費適正化についての保健事業を 
  実施します。後期高齢者については、運営主体である後期高齢者医療広域連合と連携を図 
  ります。 
  
(Ⅱ) 地域包括ケアシステム構築への取組み 
   特定健康診査の結果や診療情報などの分析結果と、介護認定者等の状況から把握した情 
  報については、地域包括ケア推進分野と共有し、認知症予備群や介護認定予備群のデー 
  タから介護予防・日常生活支援総合事業に活かすなどの、地域包括ケアシステム構築への 
  取組を推進します。 
  
(Ⅲ) 関連分野との連携 
   悪性新生物（がん）に関する分析結果は、がん検診を担当する健康推進分野、感染症に関 
  する分析については保健予防分野と共有する等、関連分野へ分析結果を報告します。また、 
  地域の支援拠点であるすこやか福祉センターの健康づくり事業とも連携を図り、ポピュレー 
  ション・アプローチに活かします。 
  
(Ⅳ) 他保険者等との連携による健康課題の抽出・明確化 
   厚生労働省は保健事業の実施計画（データヘルス計画）策定の手引き（平成２９年９月８日 
  改正）により、「保険者等は、転職や加齢等による被保険者の往来が多いことに鑑み、健康 
  保険組合など他の医療保険者との連携・協力、具体的には、健康・医療情報の分析結果の 
  共有、保健事業の連携等に努めることが重要である。」としています。中野区では、平成２６ 
  年１０月全国健康保険協会(協会けんぽ)東京支部と覚書締結以降、連携会議やワーキング 
  を通し、特定健康診査の結果や医療費のデータ分析を比較する等、生活習慣病対策に連 
  携して取り組んでいます。今後も国民健康保険被保険者の健康課題をより明確化するため、 
  協会けんぽやその他の保険者、生活保護の担当部署とも連携し、効果的・効率的な事業展 
  開を図ります。 
  
(Ⅴ) 外部有識者等の参画 
   特定健康診査の結果や、診療情報などの分析結果を、国民健康保険運営協議会に報告 
  し、データヘルス計画の策定に活かします。また、データヘルス計画策定にあたり、医師会、 
  歯科医師会、薬剤師会へ報告する他、区民との意見交換会や、パブリックコメント手続きを実 
  施するなど、被保険者や広く一般からもご意見を募り、そのご意見を考慮して策定します。 
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１．中野区民の状況 

第１章 中野区の状況 

 【性別・年齢階層別人口の構成比（平成２９年４月）】 

 性別・年齢階層別の人口構成をみると、１４歳以下の年少人口の割合は８.7%、生産年齢人口の割
合は70.6%、６５歳以上の高齢者は20.7%を占めています。生産年齢人口においては、男性の割
合が女性より高くなっています。 

 【３年間の人口の変化（平成２６年４月～平成２９年３月）】 

 【日常生活圏域別の性別・人口（平成２９年４月）】 

(資料：中野区住民基本台帳より） 

(資料：中野区住民基本台帳より） 

人口はこの３年間で増加し続け、平成２９年４月現在で326,839人となります。 

(資料：中野区住民基本台帳より） 

（１）性別・年齢階層別の人口 

日常生活圏域別の人口構成をみると、圏域内地区別にはかなりの偏りがあるものの、男女別の
人口については偏りが少なくなっています。 
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（資料：ＫＤＢシステム 「地域の全体像の把握」） 

 健康寿命は、男性では65.4歳、女性では66.9歳で、東京都全体と比較すると、男性が0.2歳短
くなっています。平均寿命と健康寿命との差が、「支援の必要な期間」となります。不適切な生活
習慣を改善し、 「支援の必要な期間」を短くすることが大変重要となります。 

 【平均寿命と健康寿命の差（平成２８年度）】 

注）○平均寿命は平成２２年市区町村別生命表によります。 
  ○ＫＤＢシステム(※1）においては健康寿命の算出方法が厚生労働省公表値の算出方法と異なります。 
   ＫＤＢシステムによる健康寿命算出方法は以下のとおりです。 

０歳平均余命－（６５歳～６９歳平均余命－（（１－（介護認定者数÷４０歳以上の人口））×６５～６９歳定常人口÷ 
６５歳生存数）） 

 （介護認定者数は平成２７年受給者台帳による。） 

（２）区民の平均寿命・健康寿命（※5） 

（※５）平均寿命とは、その年に生まれた人が、その後何年生きられるかという期待値のことです。 
    健康寿命とは、健康上の問題で、日常生活が制限されることなく生活できる期間のことです。 
（※１）ＫＤＢシステム（国保データベースシステム）とは、国保連合会が管理する「特定健診・特定 
    保健指導」、「医療（後期高齢者医療含む）」、「介護保険」等に係る情報を活用した統計情 
    報等を保険者向けに情報提供することで、保険者の効率的かつ効果的な保健事業の実施をサ 
    ポートすることを目的として構築されたシステムのことです。(P.4にも用語の説明あり) 
 



 【悪性新生物の標準化死亡比の状況（平成２０年～２４年）】 
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（３）区民の標準化死亡比 

 自治体の死因に関する統計としては、国によって集計されている「標準化死亡比」（SMR）  
（※６）と「人口10万人当たり死亡者数」のデータがあります。 
 死因第一位である悪性新生物（がん）について国を基準とした標準化死亡比（平成２０年～２４
年）をみると、区の女性の「肝及び肝内胆管」による死因が国や東京都よりも高くなっています。 

※標準化死亡比は年齢構成が異なる集団間（例えば、紀の川市と全国）の死亡傾向を比較するもの 
 として用いられます。  

※政府統計の総合窓口（e-Stat）は、各府省が公表する統計データを一つにまとめ、統計データの 
 検索をはじめとした、さまざまな機能を備えた政府統計のポータルサイトです。 
 

 （資料：e-Ｓtat（※７） 「人口動態保健所・市区町村別統計」第５表） 

 【悪性新生物以外の標準化死亡比の状況（平成２０年～２４年）】 

   （資料：e-Ｓtat 「人口動態保健所・市区町村別統計」第５表） 

 悪性新生物以外の疾病による死因をみると、男性では「肝疾患」が国よりも高くなりますが、こ
れは、区だけでなく東京都に共通した状況といえます。一方、女性は、「脳内出血」による死亡
比が高くなっています。 
 区を含めた東京都においては「急性心筋梗塞」や「心不全」、「脳梗塞」「肺炎」「不慮の事故」
による死亡比が低い反面、特に男性の「肝疾患」による死亡比が高くなっています。 

（※６）標準化死亡比（SMR）とは、年齢構成が異なる集団間の死亡傾向を比較するものとして用いられます。全国 
    の平均を100としており、標準化死亡比が100以上の場合は全国平均より死亡率が高いと判断され、 100以 
    下の場合は死亡率が低いと判断されます。標準化死亡比は、平成２０年～２４年の平均値ではなく、死亡数 
    を積算して算出しています。 
（※７） e-Ｓtatという政府統計の総合窓口は、各府省が公表する統計データを一つにまとめ、統計データの検 
    索をはじめとした、さまざまな機能を備えた政府統計のポータルサイトのことです。 
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２．国民健康保険被保険者の状況 

（１）被保険者の加入状況 

（２）被保険者の加入状況の経年変化 

 区の被保険者数は89,106人（男性45,867人、女性43,239人）で、人口の約28%を占めています。
男性の被保険者が女性よりも2,628人多くなっています。２５歳～５９歳の年齢では、男性の占め
る割合が高く、６０歳以上の年齢では女性の占める割合が高くなっています。また、６５歳以上の
前期高齢者は、25.2%を占めています。 

 【過去３か年の被保険者率の推移（平成２６年４月～平成２９年３月）】 

 ３年間の月別推移でみると、毎年３月、４月は被用者保険の退職者が国民健康保険に加入す
るため一時的に増える傾向があります。また、人口は増え、被保険者数は減るために、平成２６
年４月と平成２９年３月末を比較すると加入率は3.4ポイント減少しています。 

 【国民健康保険被保険者の状況（平成２９年３月末）】 

(資料：中野区ホームページより） 

（資料：中野区国民健康保険被保険者加入者データ） 
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（３）日常生活圏域別の被保険者数と加入率 

  【地区別の国民健康保険被保険者数と加入率の状況(平成２８年度）】 

 【日常生活圏域別の国民健康保険被保険者の高齢化率（平成２９年度）】 

 日常生活圏域別の被保険者数は、最も多い中部地区と最も少ない鷺宮地区で7,861人の差
があるものの、加入率でみると各地区とも27％前後で、ほぼ同一の加入率となっています。 

（４）日常生活圏域別の被保険者の高齢化率 

 医療費分析等において地区分析を行う場合、結果に影響を与える一つの大きな要因は高齢
化率(６５歳以上の前期高齢者の占める割合)となります。そこで今回の４地区の高齢化率をみる
と、中部地区が23.5%と最も低く、鷺宮地区が最も高くなります 

（資料：中野区国民健康保険被保険者加入者データ） 

（資料：中野区国民健康保険被保険者加入者データ） 
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１．医療費の分析  

 平成２６年度（内円）と平成２８年度（外円）の年間医療費を、レセプト件数、診療実日数、医療費総額
について、レセプト種別毎で比較をしました。どのレセプトにおいても、平成２８年度のレセプト件数・診
療実日数共に少なくなっており、医療費総額として約9億円減少しています。 
 【平成２６年度・平成２８年度の年間医療費の状況】 

（資料：レセプトデータ） 

注）医療、疾病に関するレセプトの分析はすべて電子化されたレセプトデータのみを使用しています。 

【平成２６年度（内円）】 【平成２８年度（外円）】 

 【年齢階層別、性別の年間医療費の状況（平成２８年度）】 

（２）年齢階層別・性別の患者数と医療費の状況 

第２章 レセプトデータによる医療費分析 

（資料：レセプトデータ） 

 レセプトに占める６５歳以上の前期高齢者の患者割合は28.1%となっています。医療費に占め
る割合は50.5%と半分以上を占めています。 

（※８）ＤＰＣレセプトとは、入院期間中に治療した病気の中で最も医療資源を投入した一疾患のみに、厚生労働省  
    が定めた1日当たりの定額の点数からなる包括評価部分（入院基本料、検査、投薬、注射、画像診断など）と 
    従来どおりの出来高評価部分（手術、胃カメラ、リハビリ等）を組み合わせて計算するレセプトのことです。 

（１）年間医療費の状況  

注）ＤＰＣ（※８）は「医科入院」に含む。 
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Ｈ26：20,950 百万

Ｈ28：20,066 百万
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①ＫＤＢシステムによる区、東京都、国の被保険者1人当たりの医療費の比較 

 【平成２６年・平成２７年・平成２８年の各５月の１人当たり医療費比較】 

（資料：ＫＤＢシステム 「健診・医療・介護データからみる地域の健康課題」） 

（３）国民健康保険被保険者1人当たりの医療費 

 本分析では、被保険者の年間1人当たり医療費を、レセプト種別毎に、「1人当たり件数」「１件
当たり日数」「1日当たり医療費」の３要素で算出しております。下の図の各レセプト毎の赤い数
字の金額の合計が、歯科レセプトを除く1人当たりの医療費となり、225,202円（食事療養費含め
ず）となります。 

（資料：レセプトデータ） 

 【診療区分別の3要素でみる1人当たりの医療費（平成２８年度）】 

②３要素でみる国民健康保険被保険者の1人当たりの年間医療費 

 ＫＤＢシステムによって、各年度の５月の被保険者1人当たりの医療費を、東京都、国と比較する
ことができますが、それによると区及び東京都全体の1人当たりの医療費は、国平均の金額を大き
く下回っています。また、区の平成２８年の１か月1人当たり医療費は、平成２６年の１か月よりも７４
円増加しています。 

医科外来医療費総医療費

医科入院医療費

調剤医療費

１人当たり
件数

１件当たり
日数

１日当たり
医療費

１人当たり
件数

１件当たり
日数

１日当たり
医療費

１人当たり
件数

１件当たり
日数

１日当たり
医療費

7,021.4百万 0.1５ 13.87 38,317

8,192.7百万 6.64 1.58 8,773

4,852.5百万 4.83 1.24 9,093

20,066.8百万

被保険者数

被保険者数

被保険者数

89,106

89,106

89,106

78,799円/人

91,944円/人

54,459円/人

≪国保≫

被保険者1人当たり医療費 
225,202円 （食事療養費含まず） 

18,997 19,743
19,071

18,769

19,799 19,583

22,884

24,318 24,113

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度

中野区 東京都 国（円）
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 【診療区分別の1人当たりの医療費の年度比較（平成２６年度と平成２８年度）】 

③被保険者1人当たりの医療費の年度比較 

 平成２６年度と平成２８年度の年間総医療費は、加入者数の減少に伴い約９憶円減少していま
すが、1人当たり年間医療費で比較してみると増減比：-0.3%と微減傾向となっています。 
 診療区分別では、医科入院が年間総医療費で約６億円減少していますが、この要因は１人当
たり件数が-2.7%、レセプト1件当たり日数が-0.5%、1日当たり医療費が-1.1%と３要素全て減少し
たことにより、1人当たり医療費も-4.4%減少しています。 
 医科外来および調剤については、1日当たり医療費の増加により、1人当たり医療費が増加し、
結果として医科入院の減少分が相殺されていることになります。 

（資料：レセプトデータ） 
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 【平成２８年度の薬剤費のランキング】（薬価基準収載医薬品コード前９桁で集計） 

 平成２８年度の全レセプトから、薬価基準収載医薬品コード（※９）の前９桁が同じ薬剤（（薬効・成分・剤
型・規格ともに同一の薬剤）を薬剤費の高い順でランキングすると、C型慢性肝炎の患者に処方される
「ハーボニー配合薬」が１位となります。また、薬価の高さから社会問題になった「オプジーボ点滴静注」
は４位になります。また、２位、３位、６位、８位、10位にＨＩV感染症の薬剤がランキングされています。 

（資料：レセプトデータ） 

（資料：レセプトデータ） 

（４）全レセプトによる高額薬剤の状況 

【平成２８年度服用患者数の多い薬剤ランキング】（薬価基準収載医薬品コード前９桁で集計） 

 同じく、服用患者数の多い順に薬剤をみると、気管支喘息、急性気管支炎など呼吸器系疾患
の薬剤が多くの方に処方されています。 

 （５）服用患者数の多い薬剤の状況 

(※９）薬価基準収載医薬品コードとは医療用医薬品で薬価基準に収載される品目のすべてに，厚生労働省医政 
    局経済課が付与する12桁のコードのことです。 
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（６）最大医療資源傷病名（※１０）による医療費割合 

 ＫＤＢシステムによる区の最大医療資源傷病名による医療費の割合は、悪性新生物（がん）が
27.6%と最も高く、次いで精神系疾患が16.3%、筋骨格系疾患が14.9%と続きます。東京都と国の
医療費割合と比較しますと、悪性新生物（がん）の割合が若干多くなっています。高血圧症、糖
尿病、慢性腎不全、脂質異常症を合わせた区の割合は、32.9％であり、東京都34.2％、国
33.3％と同じ水準にあります。 
 

【東京都の最大医療資源傷病名による医療費割合】 

（※１０）最大医療資源傷病名とは、レセプトデータから最も医療資源（診療行為、医薬品、特定器材）を要した 
     もので ＫＤＢシステムで使用されています。 

がん

27.6%

筋・骨格

14.9%
精神

16.3%高血圧症

8.0%

糖尿病

8.3%

慢性腎不

全（透有）

11.6%

脂質異常

症 5.0% その他

8.3%

【中野区の最大医療資源傷病名による医療費割合】 

がん

26.7%

筋・骨格

15.5%

精神

15.0%高血圧症

8.3%

糖尿病

9.4%

慢性腎不

全（透有）

11.1%

脂質異常

症 5.4% その他

8.6%

がん

25.6%

筋・骨格

15.2%

精神

16.9%高血圧症

8.6%

糖尿病

9.7%

慢性腎不全

（透有）

9.7%

脂質異常症

5.3% その他

9.0%

  【国の最大医療資源傷病名による医療費割合】 

（資料：ＫＤＢシステム 「健診・医療・介護データからみる地域の健康課題」平成２９年５月抽出） 
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（７）３大生活習慣病の疾病状況 

 ①基礎疾患を糖尿病とする疾病状況（疑い病名を含む） 

 【糖尿病を基礎疾患とする疾病状況（平成２８年度）】 

 生活習慣病は感染症等と異なり、年度によって患者数は大きく変化していません。糖尿病患
者：15,664人のうち、高血圧症や脂質異常症を基礎疾患として持つ人はいずれも50％を超えて
います。また、合併症を併発している患者数は、糖尿病性腎症1,384人、糖尿病性網膜症1,509
人、糖尿病性神経障害478人に及んでいます。なお、人工透析を受けている患者数(164人)は、
糖尿病を基礎疾患としない人工透析患者数(75人)の約4.4倍となります。 

 ②基礎疾患を高血圧症とする疾病状況(疑い病名を含む） 

 高血圧症患者の場合も、他の三大生活習慣病を基礎疾患に持つ人の割合はほぼ50％に達し
ており、高血圧症の有無による人工透析患者数比は36.5倍に大きく上昇しています。 

（資料：レセプトデータ） 

 【高血圧症を基礎疾患とする疾病状況（平成２８年度） 】 

（資料：レセプトデータ） 

(※１１）インスリンは、膵臓のランゲルハンス島のＢ細胞から分泌される血糖下降作用のあるホルモンです。血糖値 
    を下げるために投与されますが、経口投与では無効で、注射薬として用いられます。 
 



18 

 ③基礎疾患を脂質異常症（※１２）とする疾病状況(疑い病名を含む） 

 【脂質異常症を基礎疾患とする疾病状況（平成２８年度） 】 

 脂質異常症についても他の基礎疾患との関係は糖尿病・高血圧症の場合と同様の傾向を示
しています。特に糖尿病との関係は62.5％と特に高くなっています。 

（資料：レセプトデータ） 

(※１２）脂質異常症とは、血液の中の脂肪分の濃度（濃さ）が異常値を示す疾病です。健康な人は、LDL-コレステ 
     ロールが140mg/dl未満、HDL-コレステロールが40mg/dL以上、トリグリセライド（中性脂肪）が150mg/dL未 
     満となります。この三つの値のいずれかがその範囲を超えた状態が、脂質異常症となります。なお、以前 
     は高脂血症と呼ばれていた状態とほぼ同じです。 
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２．ジェネリック医薬品の使用に関する分析 

（１）ジェネリック医薬品(※１３）の利用状況 

 【院内処方と院外処方のジェネリック医薬品数量シェア（平成２８年度） 】 

 医療機関で処方される薬には先発医薬品（※１４）と薬価の低いジェネリック医薬品（後発薬）
があります。また、実際に医師が処方した医薬品を受け取る場合、医療機関で受け取る場合を
「院内処方」、調剤薬局で受け取る場合を「院外処方」と言います。 
 医科レセプトの中の外来と調剤レセプトについて、ジェネリック医薬品をみると、数量ベースで
は微増ですが右肩上がりに増えています。また、院内処方と院外処方を比べると院外処方が多
くなっています。  

(資料：レセプトデータ） 

（※１３）ジェネリック医薬品とは、新薬（先発医薬品）と同じ有効成分を使っており、品質、効き目、安全性が同等な 
     お薬です。厳しい試験に合格し、厚生労働大臣の承認を受け、国の基準、法律に基づいて製造・販売して 
     いる薬です。新薬に比べ開発費が少ないために、新薬より低価格となっています。 

（※１４）医療用医薬品は「新薬（先発医薬品）」と「ジェネリック医薬品（後発医薬品）」に分けられますが、新薬は９～ 
     １７年もの歳月と、数百億円以上の費用をかけて開発されるので、開発した製薬会社は特許の出願によりそ 
     の期間、その医薬品を独占的に製造・販売する権利が与えられています。 

H28/04 H28/05 H28/06 H28/07 H28/08 H28/09 H28/10 H28/11 H28/12 H29/01 H29/02 H29/03

全外来レセプト 54.0% 54.6% 54.4% 55.2% 55.5% 56.0% 55.6% 57.2% 56.8% 57.7% 58.2% 57.8%

院外処方 55.6% 56.3% 56.2% 56.7% 57.0% 57.5% 57.2% 58.6% 58.4% 59.2% 59.7% 59.3%

院内処方 42.1% 42.8% 41.5% 44.4% 44.2% 45.5% 44.4% 47.2% 45.7% 47.6% 47.2% 46.7%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

全外来レセプト 院外処方 院内処方
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（３）薬効分類別効果 

 【院外処方の薬効分類別のジェネリック医薬品切り替え期待効果額（平成２８年度） 】 

 ジェネリック医薬品を薬効分類別に院内処方と院外処方でみると、どの薬効区分も院外処方
の方が院内処方よりも数量シェアでは高くなります。また、全体の量も院外処方の方が多いので、
薬剤費の適正化の期待効果額は、院外処方の方が高くなります。 
 薬効分類別の期待効果額は、いずれの処方でも、循環器官用薬と中枢神経系用薬の効果が
高くなります。反対に、呼吸器官用薬の期待効果額は高くありません。 

(資料：レセプトデータ） 

(資料：レセプトデータ） 

 【院内処方の薬効分類別のジェネリック医薬品切り替え期待効果額 （平成２８年度）】 

(資料：レセプトデータ） 

 医科レセプト（入院）とＤＰＣレセプト（※８）を除く医科レセプト（外来）と調剤レセプトを合わせた
ジェネリック医薬品の数量シェアは、年間で56.1%となります。まだ切り替わっていない先発医薬
品が、すべてジェネリック医薬品に切り替えられたとした場合、623百万円～494百万円の期待
効果額が見込まれます。院内処方と院外処方でジェネリック医薬品普及率をみますと、院外処
方の方が普及率は高くなっています。 

（２）切り替えた場合の医療費削減効果 

 【外来の院内、院外処方によるジェネリック医薬品処方状況と差額期待効果額（平成２８年度）】 

（※８）ＤＰＣレセプトとは、入院期間中に治療した病気の中で最も医療資源を投入した一疾患のみに、厚生労働省  
    が定めた1日当たりの定額の点数からなる包括評価部分（入院基本料、検査、投薬、注射、画像診断など）と 
    従来どおりの出来高評価部分（手術、胃カメラ、リハビリ等）を組み合わせて計算するレセプトのことです。  
    (P.12にも用語の説明あり) 

まとめ

処方形態
先発薬
数量

先発薬薬剤料
（千円）

最安値後発薬
に置換時の薬
剤料（千円）

最高値後発薬
に置換時の置
換時の薬剤料

（千円）

最安時の効果
（千円)

最高時の効果
（千円)

後発薬
数量

後発薬の薬剤
料（千円）

先発薬に置換
時の薬剤料

（千円）

後発薬の採用
で削減された
薬剤料（千円）

年間の後
発薬数量

シェア

外来：院内処方 2,951,353 253,264 111,775 146,243 -141,489 -107,021 2,407,894 96,103 160,202 64,099 44.9%

外来：院外処方 16,499,036 842,144 359,680 455,014 -482,463 -387,130 22,425,631 425,120 791,284 366,164 57.6%

院内・院外合計 19,450,389 1,095,408 471,455 601,257 -623,952 -494,151 24,833,524 521,223 951,486 430,263 56.1%

先発医薬品 後発医薬品
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（１）重複受診の状況 

 重複受診の定義を「年間で３か月連続で同一疾病で複数(２か所以上）の医療機関に受診して
いる患者」として分析を行うと実人数は3,163人が該当します。また、区での重複受診が多い疾
病は、「その他の神経系の疾患（不眠症など）」「その他の消化器系の疾患（便秘症など）」「その
他の内分泌、栄養及び代謝疾患（高脂血症など）」等となっています。右端の「年間患者数」は
各疾病単位の患者数であり、重複受診に関係なく疾病のある患者数となります。 
 ２か所の医療機関では、セカンドオピニオンも含まれるので、実際の保健事業を行う場合は３
か所以上の患者を対象とします。疾病分類名は、P.79資料８をご覧ください。 

(資料：レセプトデータ） 

(資料：レセプトデータ） 

３、 重複・頻回受診に関する分析 

 【全区の重複受療の疾病上位１０位とその患者数（平成２８年度） 】 

 【全区の頻回受診の疾病上位１０位とその患者数（平成２８年度） 】 

（２）頻回受診の状況 

 頻回受診の定義を「３か月連続して、同一医療機関、同一疾病で６回以上受診している」とし
て対象者数を抽出すると、頻回受診が多くみられる疾病は、「脊椎障害」、「その他の筋骨格系
及び結合組織の疾患」、「その他の神経系の疾患」となります。平成２８年度の、月15回以上の
受診者、実人数は379人（延人数は1,901人）となります。 
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（３）重複服薬の状況 

 【月別の重複服薬の患者数（平成２８年度） 】 

 重複服薬については、同一の方に対して、複数医療機関から同種の医薬品が出ており、合計
処方日数が60日を超えるケースを抽出しています。同種の医薬品の定義については、 医薬品
薬価収載コード 前9桁 (成分・剤型・規格ともに同一)の条件とします。また、頓服薬（※１５）は対
象から除外しています。 重複服薬の患者数は、１２か月の述べ人数で2,207人となりますが、患
者実人数は715人となります。 

(資料：レセプトデータ） 

 【重複服薬がみられる薬剤上位１０位（平成２８年度） 】 

 重複服薬に多くみられる薬剤を薬効分類コード単位で抽出すると、精神神経用剤、催眠鎮静
剤、抗不安剤などの薬剤が多い結果となっています。実際には、重複受診者と同じ対象者とな
るものと思われます。  

②重複服薬が多く見られる薬剤について 

(資料：レセプトデータ） 

（※１５）頓服薬は発作時や症状のひどいときに用いる薬で、解熱剤、鎮痛剤、下剤、睡眠剤、狭心症発作を抑え 
     る薬などがあります。ただし、頓服薬としての指示がない場合、または特に医師から一時的に服用するよう 
     な指示がない場合は、それぞれ決められた時間に服用する必要があります。 

①月別の重複服薬の患者数 

順位 薬効分類コード 薬品名 効　能
延べ患者数

（人）
割合（※）

1 1179025F1 デパス錠０．５ｍｇ 精神神経用剤 191 8.7%
2 1129009F2 マイスリー錠１０ｍｇ 催眠鎮静剤、抗不安剤 184 8.3%
3 1124007F2 ハルシオン０．２５ｍｇ錠 催眠鎮静剤、抗不安剤 128 5.8%
4 1124008F2 フルニトラゼパム錠２ｍｇ 催眠鎮静剤、抗不安剤 108 4.9%
5 1179025F2 デパス錠１ｍｇ 精神神経用剤 71 3.2%
6 1124009F1 ブロチゾラム錠０．２５ｍｇ 催眠鎮静剤、抗不安剤 65 2.9%
7 1129009F1 マイスリー錠５ｍｇ 催眠鎮静剤、抗不安剤 62 2.8%
8 2329021F1 ムコスタ錠１００ｍｇ 消化性潰瘍用剤 50 2.3%
9 1124023F1 アルプラゾラム錠０．４ｍｇ 催眠鎮静剤、抗不安剤 42 1.9%
10 2359102X1 ピムロ顆粒 下剤、浣腸剤 37 1.7%

(※）延べ患者数の割合は、１２か月の延べ人数2.207人に対する割合となります。



23 

 【年齢階層別の介護保険認定区分の状況（平成２９年４月現在）】  

４．介護保険認定者の状況 

 国民健康保険被保険者の介護保険制度における年齢階層別の介護（要支援・要介護）認定
者は下記の表のようになり、合計で８８８人となっています。 

（資料：介護保険受給者データとレセプトデータ） 

（１）被保険者の介護保険認定区分 

(単位：人）
年齢階層 44-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65-69歳 70-74歳 合計
人数(人） 10 19 33 67 264 495 888
構成比 1.1% 2.1% 3.7% 7.5% 29.7% 55.7% 100%

(単位：人）
年齢階層 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計
44-49歳 0 1 1 2 0 3 3 10
50-54歳 5 3 3 3 3 2 0 19
55-59歳 1 11 5 10 2 1 3 33
60-64歳 11 11 3 14 16 6 6 67
65-69歳 69 70 26 41 21 21 16 264
70-74歳 141 100 52 66 43 51 42 495

合計 227 196 90 136 85 84 70 888
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 【 ６５歳～７４歳の第1号介護保険認定者の1人当たり医療費の状況（平成２８年度） 】 

①６５歳～７４歳の介護保険認定者の1人当たりの医療費 

 介護保険第1号被保険者（６５歳～７４歳）の介護認定者759人の、1人当たり医療費を診療区
分別の3要素でみると216万円となります。６５歳～７４歳の第１号被保険者のうち、介護保険非
認定者の1人当たり医療費は382千円となります。 

（資料：レセプトデータ） 

 【６５歳～７４歳の介護保険非認定者1人当たり医療費の状況（平成２８年度） 】 

(2)介護保険認定者1人当たりの医療費 

 ②６５歳～７４歳の介護保険非認定者の1人当たり医療費 

（資料：レセプトデータ） 

【第１号介護保険認定者のみ】 
  1人当たり医療費 2,162,698円 

【６５歳～７４歳の介護保険 
           非認定者のみ】 
  1人当たり医療費  381,517円 



25 

（３）介護保険認定区分別の医療費 

 【第1号介護保険認定者759人の認定区分別の疾病分類別医療費の状況（平成２８年度） 】 

（資料：レセプトデータ） 
(※１６）ロコモティブシンドロームとは、運動器の障害によって、移動機能が低下した状態をいいます。 

 国民健康保険被保険者の介護保険認定区分別の疾病分類別医療費では、要支援１、２の階
層で、他の認定区分と比較して、筋骨格系医療費の占める割合が高くなっています。 ロコモ
ティブシンドローム(※１６）予備群のスクリーニング(※１7）は、筋骨格系等の疾病状況で行う必
要性があると考えられます。 

（４） 「要支援１」「要支援２」の介護保険認定者の筋骨格系の疾病状況 

 【介護保険非認定者と、要支援１、２の筋骨格系疾患患者数と有病率】 

(※１7）ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞとは、ある集団から特定の個人や集団を導き出すふるい分けの検査や選別のことをいいます。 

 要支援・要介護の原因としては、筋骨格系の疾患、特に関節疾患や転倒、骨折などが関連
しており、介護予防事業の中で運動機能向上の取り組みが重要視されています。 

６５歳～74歳の介護保険非認定者のグループと「要支援１」「要支援２」のグループについ
て、レセプトからロコモティブシンドロームを構成すると思われる筋骨格系疾患の患者割合を
みました。患者数が多い、または、患者割合が介護保険非認定者のグループと要支援１・２
のグループで比較した際、要支援１・２のグループで有病率が増加する疾患は、介護保険認
定者に移行する要因の一つと考えられます。 
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 今回の分析では、認知症患者の抽
出を、「平成２８年４月～平成２９年３
月までのレセプト情報から、右表の疾
病名があり、いずれかの4種の薬剤が
処方されている患者」と定義しました。 
 
その結果、抽出された認知症患者は
196人(男性93人、女性103人)でした。 
  

①認知症の定義  【認知症患者抽出の対象疾病と薬剤】 

②認知症患者の介護保険認定状況 

 認知症患者196人の男女別、若年・高齢者別の介護保険認定状況は下表のとおりです。認知症患者
で、介護保険要介護認定を受けている人の割合は、若年者(65歳未満)男性を除いて50%以下となってい
ます。 

【認知症患者の介護保険認定の有無と筋骨格系疾患の状況】 【認知症患者の介護保険認定の有無と糖尿病の状況】 

 【認知症患者の男女別、若年者（６５歳未満）と高齢者（６５歳以上７５歳未満）の介護保険認定状況】 

③認知症患者の筋骨格系疾患と、糖尿病（疑い病名含む）有病者の介護保険認定状況 

（５） 認知症と介護保険の状況 

 糖尿病を40～50歳代の中年期に発症した場合、認知症になったときに、脳の萎縮を起こしやす
いこともわかってきており、認知症を予防する上でも、糖尿病を防ぐことが重要となっています。 

認知症患者のうち、筋骨格系疾患と糖尿病有病者の介護保険認定状況を男女別に比較しまし
た。筋骨格系疾患の有無による、介護保険認定状況に顕著な差はみられませんでした。しかし、
糖尿病では女性介護保険非認定者以外は、介護認定者のうち糖尿病疾患ありの人が、糖尿病疾
患なしに比べ多くなっており、特に男性の場合はその差が顕著にみられる結果となっています。 
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 特定健康診査（※１８）、特定保健指導（※１９）は平成２０年度からスタートしましたが、開始年
度から平成２８年度までの法定報告は下表のとおりです。特定健康診査、特定保健指導ともに、
目標値に及びませんが、特に特定保健指導実施率は、特別区の中でもワースト２という状況で、
区の大きな課題となっています。 

１．これまでの受診率・実施率 

（資料：法定報告） 

 【平成２０年度以降の区の法定報告の実績】 

（資料：特定健診結果データ） 

 【区内・区外 年齢階層別の特定健診受診状況（平成２８年度） 】 

第３章 特定健康診査・特定保健指導の状況  

２．性別・年齢階層別の特定健康診査受診状況 
 特定健康診査の受診率を性別、年齢階層別にみると、男女ともに４０歳代の受診率が低く、ま
た全年齢階層において、男性が女性と比較して低い受診率となります。区では個別健康診査を
行っておりますが、区外の医療機関での受診者も全年齢階層に渡り、ほぼ一定数の方が受診
しています。 

【男性】 【女性】 

(※１８）特定健康診査は、日本人の死亡原因の約６割を占める生活習慣病の予防のために、４０歳から７４歳まで 
     の方を対象に、メタボリックシンドロームに着目した健康診査を行います。 

(※１９）特定保健指導は、特定健康診査の結果から、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による生 
    活習慣病の予防効果が多く期待できる方に対して、専門スタッフ（保健師、管理栄養士など）が生活習慣を 
    見直すサポートをします。 
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３．特定健康診査の有所見状況 

（資料：特定健診結果データ） 

 特定健康診査の主な検査項目の有所見率をみると、男女ともにHbA1cと収縮期血圧は年齢
階層別の変化が大きく、いずれも加齢とともに有所見率が高くなっています。また、腹囲、中性
脂肪、拡張期血圧については、各年齢階層ともに女性よりも男性のほうが有所見率が高い傾向
にあります。 

 【主な特定健康診査項目の性別・年齢階層別の有所見率状況（平成２８年度） 】 

（１）検査項目別の有所見状況 
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          （資料：ＫＤＢシステム 「地域の全体像も把握」（様式６－８） 

 【特定健康診査質問票による項目ごとの東京都、国の比較（平成２８年度） 】 

４．特定健康診査質問票の比較 

 特定健康診査の質問票の項目から、運動や食事などの日常生活習慣に関する状況を、東京
都および国と比較してみると、区では「週３回以上朝食を抜く」「週３回以上夕食後間食する」「食
べる速度が人より速い」「１日１時間以上の運動をしない」という項目に該当する人の割合が、東
京都や国よりも高くなっています。区の被保険者は、現役世代の男性が多いという特徴があり、
高齢者が比較的少ないことが要因の一つと考えられます。 

（２）有所見率の比較                  

 有所見率の状況について、ＫＤＢシステムのデータをもとに東京都及び国と比較してみると、Ｂ
ＭＩ（※２０）、腹囲、中性脂肪、ＨｂA1cなどの項目は東京都、国よりも低い状況です。しかし、尿
酸については、有所見率としては10％以下ではあるものの、東京都、国と比較すると高い状況
にあります。 
 【有所見率状況の中野区、東京都、国の比較（平成２８年度） 】 

（資料：ＫＤＢシステム「厚生労働様式（様式６ー２～７）」） 

（※２０）ＢＭＩとは、肥満度を表す指標として国際的に用いられている体格指数で、[体重(kg)]÷[身長(m)の2乗]で   
     求められます。特定健康診査ではＢＭＩ25以上を有所見者としています。 



30 

５．メタボリックシンドローム予備群と該当者の状況 

 【メタボリックシンドローム予備群と該当者の区、東京都、国との比較（平成２８年度） 】 

 【メタボリックシンドローム予備群と該当者の性別・年齢階層別割合（平成２８年度） 】 

 メタボリックシンドローム予備群と該当者を性別、年齢階層別にすると、どの年齢階層も男性が
多くなります。男性と比較して、女性の予備群、該当者は、極めて低い割合です。 

（１）東京都、国との比較          

（２）性別・年齢階層別の状況 

（資料：ＫＤＢシステム 「健診・医療・介護データからみる地域の健康課題」） 

（資料：ＫＤＢシステム 「厚生労働省様式（様式６－８）」） 

（※２１）メタボリックシンドロームは、内臓脂肪蓄積、高血糖、血清脂質異常、高血圧の４要素を併せもつ症候群 
     です。2005年4月に日本内科学会、日本動脈硬化学会など８学会合同の診断基準検討委員会において 
     日本独自の診断基準が発表されました。 

 メタボリックシンドローム（※２１）予備群と該当者の状況をＫＤＢシステムのデータで比較をする
と、予備群、該当者ともに東京都、国よりも少ない状況です。これは、特定健康診査項目ごとの
有所見率が、東京都や国と比較して低い項目が多いことに起因しています。 



（単位：体重kg、その他％）

項目 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
体重（平均体重：kg） 74.2 73.3 73.4 70.3 70.1 70.0
BMI 69.9 62.8 60.5 60.4 56.0 54.9
腹囲 93.2 84.8 77.7 88.0 74.8 75.6
収縮期血圧 63.2 54.1 48.6 64.4 56.7 57.7
拡張期血圧 37.8 25.0 28.7 34.0 30.1 29.7
空腹時血糖 ※ 54.2 45.1 45.7 41.5 39.0 40.7
ＨｂＡ１ｃ 53.0 56.8 55.7 51.6 54.2 54.6
中性脂肪 49.3 30.1 37.2 42.8 37.7 34.7
ＨＤＬコレステロール 6.4 6.8 3.4 10.6 9.5 10.0
喫煙率 22.3 17.6 17.6 23.9 23.3 23.0
メタボ該当率 37.5 27.4 25.0 27.2 26.3 25.8
※検査値欠損者を除く

保健指導実施群（296人）有所見率 保健指導未実施群（1,101人）有所見率

（単位：人）

区　　分 合　　計 動機付け支援 積極的支援 前年度合計

対象者数 2,265 1,545 720 2,369

初回面談のみ 68 54 14 94

支援終了者 51 35 16 89

実績評価のみ 50 35 15 43
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６．特定保健指導の実施状況 

 【特定健康診査の特定保健指導階層結果（平成２８年度） 】 

 平成２８年度の特定健康診査の結果をもとにした、年齢階層別の「情報提供」「動機付け支援」
（※２２）、「積極的支援」（※２３）の３つの保健指導レベルに階層化した結果は下表のとおりです。
このうち特定保健指導の実施対象者となった2,265人の中から、積極的支援および動機付け支
援の特定保健指導を実施しています。 

 【平成２６年度特定保健指導実施者と未利用者の3年間の有所見率の状況】 

（１）特定保健指導実施者の評価 

（資料：特定健康診査、特定保健指導データ） 

 特定保健指導の評価を行うために、平成２６年度の特定健康診査受診時に特定保健指導対
象者となった被保険者で、その年度の保健指導実施者と未実施者の集団に分け、その後平成
２７年度、２８年度ともに特定健康診査を受診している被保険者のみについて評価を行いました。 

７．特定保健指導の評価 
（資料：平成２９年版 中野区健康福祉部事業概要より） 

（※２２）動機付け支援は、いわゆるメタボリックシンドローム予備群（腹囲＋追加リスク1個、またはBMI＋追加リスク  
     1～2個）、またはメタボと判定された人を対象とした保健指導です。６５歳以上は、すべて動機付け支援と 
     なります。 

 【特定健康診査の特定保健指導実施状況（平成２８年度） 】 

 平成２６年度に特定保健指導を実施した集団は296人、未実施の集団は1,101人となります。
各集団毎に各健診項目の3年間の有所見率を比較しますと、腹囲、収縮期血圧、ＨＤＬ－コレス
テロールの有所見率と喫煙率に、２つの集団の差が現れています。その反面、ＨｂA1cは両方の
集団とも３年後の有所見率は増えています。総合的な評価としてのメタボリックシンドローム該当
率は、実施者群の方が未実施者群よりも大幅に減少しています。 

（※２３）積極的支援は、初回面接のあと３～６か月の継続的な支援を行うことにより、内臓脂肪の減量をめざす保  
     健指導であり、数回保健指導者と関わることにより、体重減量や禁煙といった個人の目標の達成を支援す 
     るものです。  

(単位：人）

合計 40～44歳 45～50歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳
前年度
合計

特定健康診査受診者 20,401 1,421 1,505 1,541 1,765 2,384 5,606 6,179 21,676

情報提供 18,012 1,152 1,240 1,293 1,523 2,095 5,016 5,693 19,172

動機付け支援 1,655 124 122 102 102 129 590 486 1,678

積極的支援 734 145 143 146 140 160 ー ー 826

階
層
結
果

区　　　分



（単位：体重kg：その他％）

項目 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
体重（平均体重:kg） 79.8 78.5 78.9 74.7 74.7 74.6
BMI 81.1 71.3 68.5 66.1 61.9 61.9
腹囲 99.3 93.0 89.5 96.7 82.7 82.7
収縮期血圧 67.1 53.8 48.3 67.4 55.4 54.1
拡張期血圧 39.2 30.1 35.7 45.9 37.8 38.4
空腹時血糖 ※ 69.2 52.2 49.0 55.5 44.3 46.7
ＨｂＡ１ｃ 48.3 53.1 55.9 49.8 52.8 51.8
中性脂肪 63.6 35.0 50.3 66.4 57.0 51.1
ＨＤＬコレステロール 4.9 4.9 0.7 15.0 14.3 14.7
喫煙率 39.2 29.4 29.4 50.8 49.5 49.8
メタボ該当率 55.9 35.0 37.1 45.9 36.5 34.2
※検査値欠損者を除く

保健指導実施群(143人）有所見率 保健指導未実施群（307人）有所見率

（単位：体重kg：その他％）

項目 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
体重（平均体重:kg） 69.0 68.3 68.3 68.6 68.4 68.2
BMI 59.5 54.9 52.9 58.2 53.8 52.1
腹囲 87.6 77.1 66.7 84.6 71.8 72.8
収縮期血圧 59.5 54.2 49.0 63.2 57.2 59.1
拡張期血圧 36.6 20.3 22.2 29.3 27.1 26.3
空腹時血糖 ※ 39.3 37.8 42.4 36.2 37.0 38.3
ＨｂＡ１ｃ 57.5 60.1 55.6 52.3 54.8 55.7
中性脂肪 35.9 25.5 24.8 33.6 30.2 28.3
ＨＤＬコレステロール 7.8 8.5 5.9 8.9 7.7 8.2
喫煙率 6.5 6.5 6.5 13.5 13.1 12.6
メタボ該当率 20.3 20.3 13.7 19.9 22.4 22.5
※検査値欠損者を除く

保健指導実施群(153人）有所見率 保健指導未実施群(794人）有所見率
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 【平成２６年度積極的支援対象者の3年間の有所見率の状況】 

（２）特定保健指導実施者の評価（積極的支援） 

（資料：特定健康診査、特定保健指導データ） 

 【平成２６年度動機付け支援対象者の有所見率の状況】 

（３）特定保健指導実施者の評価（動機付け支援） 
（資料：特定健康診査、特定保健指導データ） 

 平成２６年度の特定保健指導対象者のうち、積極的支援対象者のみについて実施群と未実施
群で（１）と同様の比較を行いました。保健指導実施群はメタボ該当者率が18.8ポイント減少して
いますが、未実施群では、11.7ポイントの減少となっています。 

 次に、平成２６年度の特定保健指導対象者のうち、動機付け支援対象者のみについて実施群と未実施
群で（１）と同様の比較を行いました。動機づけ支援の実施群では、メタボ該当者率が6.6ポイント減少し
ていますが、未実施群は2.6ポイント増えています。 

【保健指導実施群】 【保健指導未実施群】 
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事 業 名 事業の目的及び概要 対 象 者 実施状況     課題など 

 
 
 

特定健康診査 
  
 
 

【目的】 
生活習慣病の早期発
見、生活習慣改善の
きっかけづくり 
【概要】 
委託医療機関で実施
しています。 
 

40歳以上74歳以
下の被保険者 
平成28年度対象
者数：58,925人 
 
 

平成28年度受診
者数：20,401人 
男性：8,215人 
女性：12,186人 
 
平成2８年度法定
報告：特定健診受
診率38.2％ 

40歳代や、男性の受診率が
低くなっています。 
受診勧奨を平成25年度から
実施していますが、受診率
は減少しています。 

 
特定保健指導 

 

【目的】 
生活習慣の改善 
【概要】 
委託医療機関で実施
しています。 
特定健診の結果を踏ま
え、「情報提供」「動機
づけ支援」「積極的支
援」の３つのレベルに
階層化して、保健指導
を実施しています。 
 

平成28年度対象
者数：40歳以上74
歳以下で、基準に
該当する被保険
者2,265人 
動機づけ支援：
1,545人 
積極的支援： 
720人 
 
 

平成28年度利用
者数：169人 
動機づけ支援124
人、積極的支援45
人 
平成28年度法定
報告：特定保健指
導実施率4.4％ 

健診の結果説明から、受診
券発送までに、２か月か
かっています。 
 
積極的支援に対応可能な
医療機関が限られています。 
委託先が中野区医師会１か
所のみとなっています。（平
成24年度～28年度まではス
ポーツ施設へも委託してい
ました。） 

糖尿病性腎症 
重症化予防事業 

【目的】受診勧奨、重
症化予防 
【概要】 
糖尿病性腎症のハイリ
スク者に対して、専門
委託事業者による保健
指導を６か月間実施し
ます。 

40歳以上73歳以
下の被保険者。 
糖尿病で腎機能
の低下が認められ
る300人に、事業
案内通知を発送。
定員30名とし、申
込み制で受付。 

平成29年度より開
始しています。 
平成29年度申込
者数：37人 
参加者数31人 

重症化予防の早期介入が
できるように、対象者の抽出
方法については、今後も検
討していきます。 

後発医薬品（ジェ
ネリック医薬品）
利用促進事業 

【目的】 
ジェネリック医薬品の
使用率向上 
【概要】 
ジェネリック医薬品を使
用してもらい、医療費
の軽減を図ります。 

20歳から74歳以下
の被保険者。 
年3回（7月、10月、
2月）差額通知を
送付。 
1回あたり送付数：
約4,700通送付し
ています。 

国 民 健 康 保 険 団
体連合会の推奨す
る医薬品を対象に
通知を発送してい
ます。①強心剤、
血 圧 降 下 剤 、 鎮
痛 ・ 消 炎 剤 等 (10
月)②循環器官用
剤、消化器官用剤
糖尿病薬等(7月、
2月) 

差額期待効果額を検証し
て、後発医薬品（ジェネリッ
ク医薬品）の利用差額通知
の送付を行う必要がありま
す。 
※送付状況は、P.76資料5
をご覧ください。 

診療報酬明細書
（レセプト）の点検 

【目的】 
資格や内容の点検を
行い、支払額を確定す
るなどの適正給付 
【概要】保険医療機関
等から請求のあったレ
セプトを点検し、支払
額を確定させます。 
 

国保連に提出され
審査を経て送付さ
れるレセプト、毎月
約11万件。 
 
 

専門委託業者等で
点検を行っていま
す。誤りが発見さ
れた場合には、国
保連に再審査を依
頼します。 

健康被害を防ぐ他、調剤医
療費等の適正化を図る必
要があります。 

 

第４章 これまでの保健事業  

１．国民健康保険の取組み 
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事業名 
 

事業の目的及び概要 
 

対 象 者 

 
実施状況 

（平成28年度） 
 

   課題など 

 
 
 

健康づくり 
健診 

  
 
 

【目的】 
生活習慣病の早期発見・早
期治療 
【概要】 
委託医療機関で実施してい
ます。 
 

35歳以上39歳以
下の区民。 
40歳以上の生活保
護受給者等。 
 
 
 
 

受診者数：1,612人 
男性：680人 
女性：932人 
35歳以上39歳以下の受
診者数：671人（男性；
253人、女性：418人） 
 

初回の申込みが必要
です。 
35歳以上39歳以下の
受診者のうち、メタボ
該当者（29人）メタボ
予備群（43人）の判定
の人が11％を占めて
います。 
 

長寿（後期
高齢者） 
健診 

【目的】 
日常生活機能の維持、介護
予防 
【概要】 
委託医療機関で実施してい
ます。 

東京都後期高齢
者医療広域連合か
ら委託を受け、後
期高齢者医療被
保険者証のある人
に、実施していま
す。 

受診者数：15,431人 
男性：5,374人 
女性：10,057人 
 

メタボ該当者（2,345
人） 
メタボ予備群（1,965
人）と判定される人が
27.9％を占めていま
す。 
 

 
肝炎ウイル

ス検査 
 

【目的】 
慢性肝炎、肝硬変、肝がん
等の早期発見・早期治療 
【概要】 
医療機関へ直接申込んで
受けます。 
(中野区保健所でも予約制
で受けることができます。) 

過去にウイルス検
査をうけたことがな
い人。 
国保特定健診、健
康づくり健診、長寿
健診を受診する人。 
 

受診者数：3,326人 
男性：1,523人 
女性：1,803人 
B型肝炎の陽性者：26人 
C型肝炎の陽性者：12人 
 
 

がん検診 
など 

【目的】 
病気の早期発見・早期治療 
【概要】 
①乳がん検診：2年に１回 
②子宮頸がん検診：2年に１
回 
③大腸がん検診 
④胃がん検診（胃部X線検
査）：2年に１回 
⑤胃がんハイリスク診査 
⑥眼科検診 
⑦成人歯科検診 
 
委託医療機関で実施してい
ます。 
 

①40歳以上の女性 
視触診・乳房X線
検査（ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨ） 
②20歳以上の女性
視診・細胞診検査 
③40歳以上。便潜
血反応検査（２日
法） 
④40歳以上胃部X
線検査（バリウム検
査）集団健診 
⑤40・45・50・55・
60・65・70・75歳
（血清ペプシノゲン
検査、血清ヘルコ
バクターピロリIGｇ
抗体検査） 
⑥45・55・65歳の区
民 
⑦35歳以上75歳
以下 

【実績】 
①視触診：7,462人、乳
房X線検査：6,632人、要
精密検査:646人 
②受診者：8,742人、要
精密検査：369人 
③受診者:31,157人 
男性：11,220人 
女性：19,937人 
要精密検査：369人 
④受診者:182人 
男性：79人、女性：103人、
がん及疑い者:４人 
⑤受診者:6,211人 
男性：2,298人、女性：
3,913人 
要精密検査：1,372人、
がん及疑い者:11人 
⑥受診者:1,619人 
男性：546人、女性：
1,073人。有所見査者
数：561人 
⑦受診者:3,217人 
男性：945人、女性：
2,272人。有所見査者
数：2,676人 
 

①②③④⑦は申込み
制の検診です。過去
に申込みをしている場
合は、翌年度以降も
自動的に受診券を送
付しています。 
２回連続して受診しな
い場合には、再度の
申込みが必要となりま
す。 
平成25年度からは、
健康づくり健診、長寿
健診、国保特定健診
の受診券を発送する
際、受診可能ながん
検診受診券も一緒に
送っていますが、受診
率に大きな変化はみ
られません。 
  

２．国民健康保険以外の取組み 
①平成２９年健康福祉部事業概要より 
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事 業 名 事業の目的及び概要 対 象 者 

 
実施状況 

（平成28年度） 
 

   その他 

 
 

がん検診等の 
普及啓発 

 

【目的】 
がん検診の受診率向上 
【概要】 
「がん検診の普及啓発及び
受診率向上に関する協定」
を締結した民間企業と連携
し、がん征圧月間やピンク
リボン運動月間において、
がん検診の受診率向上に向
けた講座や街頭でのキャン
ペーンを協働で実施します。 
 
 

区民一般 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区のお知らせ板、
関係施設等に掲示
するがん検診啓発
用ポスターや町
会・自治会に回覧
したチラシを作成
したり、ミニ講座
やパネル展を実施
しました。また、
街頭キャンペーン
として、啓発用ポ
ケットティッシュ
の配布を行いまし
た。 
 

がん検診受診率向上
にむけて民間企業と
の連携を図るため、
定期的に協定企業の
募集を行っています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

糖尿病予防対策 
事業 

【目的】 
糖尿病の発症予防、生活習
慣の改善 
【概要】 
糖尿病予防対策事業として、
さまざまな運動メニューや
栄養指導を行い、継続的に
生活習慣を改善できるよう
支援しています。 
 

35歳以上64歳
以下の区民で、
特定健診など
の結果により
糖尿病予備群
と判定された
人のうち、医
療機関から参
加することが
適当であると
認められた者。 
 

事業に参加するこ
とが適当であると
医療機関が認めた
54人が参加しまし
た。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

健康づくり 
活動支援 

①中野区民の健康
づくりを推進する会 

【目的】 
全区的な健康づくり区民運
動の定着 
【概要】 
平成23年度から活動をして
います。関係機関・団体、
事業者、区民と健康づくり
に関する協働事業に取組み
ます。 
 
 
 
 

医療機関等の
団体、町会、
商店会、ス
ポーツ団体、
子ども育成団
体、教育機関
等から選出さ
れた推進員
（平成29年度
は15人）で構
成されていま
す。 

①南部圏域の
ウォーキングコー
スを作成し、シニ
ア向け健康ウォー
キングを実施しま
した。区民参加者
36人。 
②健康づくり合同
研修会を２回開催
しました。「食」
をテーマとした講
義のほか、ラジオ
体操やウォーキン
グ講習をしました。
区民参加者74人。 

今後も区民の健康づ
くり活動に取り組ん
でいる方等を対象に、
健康づくりに関する
講座やラジオ体操教
室などを実施する予
定です。 

健康づくり 
活動支援 

②健康づくり 
パートナー 

 

【目的】 
健康づくり推進のネット
ワークの拡大  
【概要】 
平成24年度からボランティ
アとして登録を開始してい
ます。「中野区民の健康づ
くりを推進する会」と区が
協働で行う事業などへ協力
しています。 
 

健康づくり活
動を実践する
個人や団体。 
 
 
 
 
 
 
 

45人の個人と４つ
の団体が登録して
います。 
 
 
 
 
 
 
 

今後も協働で事業に
取組む予定です。 
 
 
 
 
 
 

 

②平成２９年健康福祉部事業概要より 
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事 業 名 事業の目的及び概要 対 象 者 

 
実施状況 

（平成28年度） 
 

その他 

健康づくり 
活動支援 

③普及啓発 

【目的】 
年間を通じた健康づ
くりの普及 
【概要】 
横断幕の掲出やパネ
ル展示、健康づくり月
間事業などを実施し
ています。 
 

一般区民 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○世界禁煙デーや禁煙
週間に中野駅前で街頭
キャンペーンを実施しま
した。 
○１月の「健康づくり月
間」に、区内関係機関等
との協働により「健康づく
りフェスタ」を実施し、205
人が参加しました。 

今後も健康づくり月間
事業として、スポーツ
コミュニティプラザなど
で、健康チエックや栄
養相談等を実施する
予定です。 

健康づくり 
活動支援 

④健康手帳の交付 

【目的】 
区民の自主的な健康
管理の推進 
【概要】 
健康診査の結果や、
その他必要事項を記
載できる手帳を希望
者に交付しています。 
 

健康増進法に基
づいて、原則とし
て健康教育・健康
相談等を受けた
区民や、特定保
健指導を受けた
40歳以上の区民。 
 
 

区役所、地域事務所及
び、すこやか福祉セン
ターで交付しています。 
 
 
 
 
 
 

食育推進 

【目的】 
食育に対する意識の
向上、健全な食生活
に関する知識の普及、
区民の健康づくりの
推進 
【概要】 
食育マスコットキャラ
クターや、食育カレン
ダー、なかの食育か
るたを通じた食育の
推進に取組みます。 
 
 

幅広い年齢層の
区民 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○地域団体への食育マ
スコットキャラクター（うさ
ごはん）の着ぐるみを貸
し出しました。平成28年
度の貸出回数は20回。 
○中野区ホームページ
で食育カレンダーを提供
（壁紙や食育カレンダー
作成は区内専門学校の
協力のもと実施）するな
ど、広く地域に浸透する
ようにＰＲを行いました。 
 

今後も、食育マスコッ
トキャラクターなどを通
じたあらゆる年代に向
けた食育の推進を
行っていきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

地域スポーツクラブ
による 
スポーツ・健康づく
り 

【目的】 
区民の健康づくり・体
力づくり・運動・ス
ポーツを通じた地域
住民の交流促進 
【概要】 
中部と南部スポーツ・
コミュニテイプラザを
拠点として、地域ス
ポーツクラブが主体と
なって様々な事業を
行っています。 
 

中野区民を中心
とした 
地域スポーツクラ
ブ会員 

区民等で構成された、地
域スポーツクラブが主体
となって「区民の健康づ
くり・体力づくり」「地域住
民の交流」「学校部活動
の支援」「障害者スポー
ツの普及促進」「スポー
ツ指導者の人材育成、
競技力の向上」等の視
点で様々な事業を実施
しています。 

③平成２９年健康福祉部事業概要より 
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事 業 名    事業の目的及び概要 対象者   

 
実施状況 

（平成28年度） 
 

  その他 

地域健康活動支援 
 

※地域において、
保健師等専門職が
中心となって行う健
康に関する相談や
講座・事業のことで
す。 

【目的】 
区民の健康の維持増進
ならびに、人材育成 
【概要】 
保健師、歯科衛生士、管
理栄養士などの専門職
が相談、講座・事業等を
実施する他、地域の各
種団体からの依頼等に
より、専門職を講師として
派遣するなど、地域にお
ける健康づくりや、グ
ループ活動を支援して
います。 

一般区民 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成17年度（「地域での健康
づくり推進事業」のみ平成26
年度）から実施しています。 
ライフステージに応じた健康
づくり実施状況 
○生活習慣病を予防するた
めの健康講座等：14回、502
人 
○女性のための健康講座：8
回、126人 
○栄養講習会：11回、333人 
○食育講習会：28回、751人 
地域の団体及び人材育成支
援実施状況 
○依頼・出前健康相談 
 保健師：26回、1,393人 
 歯科衛生士：90回、3,534人 
 管理栄養士：32回、670人 

今後も引き続き、同
様の取組みを行う予
定です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
介護予防普及 
啓発事業 

【目的】 
介護予防に対する認識
の向上 
【概要】 
高齢者の地域の健康づ
くり拠点である高齢者会
館等を会場に、各種講
座等を実施しています。 

65歳以上
の高齢者 

平成18年度から委託により実
施しています。 
①体力作り教室 
○ロコモ予防コース：9コース
54回、159人参加 
○骨盤底筋力向上コース（女
性）：6コース36回、86人参加 
○腰痛・膝痛予防コース：5
コース30回、74人参加 
②介護予防講演会：2回、257
人参加 
③介護予防総合講座 
○栄養・口腔コース：4コース
21回、564人参加 
○その他のコース：13コース
75回、2,086人参加 

平成29年度からは、
新たに音響機器を
活用した介護予防
プログラムを展開し
ています。 
（平成29年度 
16か所、48コース、
567回実施予定） 

④平成２９年度版 地域支えあい推進室事業概要より 
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（資料：特定健康診査データ） 

１．被保険者の健康リスクの現状  

 特定健康診査の受診率向上につながる受診勧奨をする場合、対象者は重要な要素となりま
す。毎年連続して受診している人々は、受診行動が習慣化されていると推測されます。また、受
診・未受診を繰り返している人々は、健康意識自体はある程度高いため、受診勧奨によって受
診行動を起こすきっかけをつくる必要があります。次に優先すべき人々は、初めて国保特定健
康診査を受診する人々です。この人々への受診勧奨は、健康診査の内容や受診の仕方につい
ての疑問点を解消し、受診によるメリットを理解しやすくする工夫が必要です。 
 そこで対象とする集団や規模を判断するために、平成28年度の被保険者について過去2年間
の特定健康診査の受診・未受診の状況から、以下のように受診者を３集団（①～③）、未受診者
を３集団（④～⑥）に分けて各日常生活圏域別の検証をしました。 
   ①平成２７年度、平成２８年度とも連続して受診している人 
   ②平成２７年度は受診しなかったが、平成２８年度は受診した人 
   ③平成２７年度は資格なし（未受診）であったが、平成２８年度は初めて受診した人 
   ④平成２７年度は受診したが、平成２８年度は未受診の人 
   ⑤平成２７年度、平成２８年度とも連続して受診しなかった人 
   ⑥平成2７度は資格なしで受診せず、平成２８年度も受診しなかった人 
各地区とも①～⑥はほぼ同様な構成比となっており、勧奨対象は日常生活圏域の差を考慮す
る必要はありませんでした。 

【各地区毎の平成２７年・２８年の特定健康診査受診状況】 

第５章 特定健康診査結果とレセプトデータの複合分析  

（１）日常生活圏域別の受診状況 

 まず優先すべき「受診・未受診を繰り返している集団」は、上図における②と④となり、特定健
康診査受診対象者の約13％となります。また、次に優先すべき集団となる「初めて受診機会を
迎える集団」は、上図における③と⑥となり、特定健康診査受診対象者の約10％となります。 
 なお、前述のとおり、これまでの受診パターンの違いによって受診勧奨のポイントが異なるため、
各集団の特性に応じた内容を盛り込んだ受診勧奨をしていく必要があります。 
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 今後の保健事業の対象者を把握するために、平成28年度のデータをもとに、区被保険者の健
康リスクをまとめると、以下の図のようになります。被保険者の健康のリスクを減らすために優先
的に介入すべき対象者は以下のとおりです。 
 １） 健診未受診者：⑪（その中でも特に未治療状態の者：⑫） 
 2） 特定保健指導対象者： ⑨と⑩ 
 3） 上記2）の対象外だが、健康診査の結果から受診が必要と判断される者：⑧ 
 4） 受診中ではあるが、健康診査結果が不良の者：⑤ 

 【国民健康保険被保険者の健康リスクの全体把握】 

（資料：特定健診結果データとレセプトデータによる複合分析） 

（２）被保険者の健康リスク 

（資料：特定健診結果データとレセプトデータによる複合分析） 

 【健康診査未受診者の年齢階層別受診状況（平成２８年度）】 

２、特定健康診査未受診者の医療機関受診状況 

 上図の⑪の集団の年齢階層別の受診状況は下のグラフの通りです。 

注）特定保健指導対象者の積極的支援、動機付け支援の対象者数は、保健指導実施の把握時期が異 
  なるため、 「平成２９年度版 中野区健康福祉部事業概要」と人数が異なります。 
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３、生活習慣病重症化予防の対象者 

（１）糖尿病重症化予防の対象者 

 保険者が行う生活習慣病の重症化予防事業としては、①特定健康診査結果に基づく医療機関への早
期受診勧奨、②治療中断者への再受診勧奨、③治療中にもかかわらず特定健康診査の結果が改善し
ない人（コントロール不良群）に対する生活習慣改善に向けた支援という３つが主な事業となります。 

 【糖尿病受診勧奨対象者リスト（受診勧奨対象群： 255人中上位30人） （平成２８年度） 】 

 糖尿病の受診勧奨対象者としてＨｂA1cの値が6.5%以上の人は、255人（健診受診日の前後各３か月
に受診していない人）が該当しました。その内、緊急度の高い30人の健診結果の状況は下表のとおりで
す。ＢＭＩが２５以下の人が多く、保健指導レベルでも「情報提供」の人が多くなっています。また、血圧判
定、中性脂肪判定もＣ、Ｄの判定者が多くみられます。 

（資料：特定健診結果データとレセプトデータによる複合分析） 

注）上記の各検査項目の判定欄のＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの基準は下記の日本人間ドック学会の判定 
  基準（2014年4月1日改定）に従っています。 

注）「服薬問診血糖」のＮ、Ｙの記号は、特定健康診査の問診票で、受診者が糖尿病の治療薬 
   を服用していないと認識している場合は「Ｎ」（No）と回答し、服用をしていると認識 
   している場合は「Ｙ」（Yes）と回答していることを示します。 
   レセプトデータが無い人で、「Ｙ」（服用している）と回答して場合は、医療機関から 
   処方された薬剤をよく理解していなかったり、市販の薬を服用しているケースが考え 
   られます。 
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 【高血圧症受診勧奨対象者リスト（受診勧奨対象群： 376人中上位30人） （平成２８年度） 】 

（２）高血圧症重症化予防の対象者 

 特定健康診査の結果による高血圧症の受診勧奨対象者は、376人（健診受診日の前後３か月に受診
していない人）です。収縮期血圧の判定から緊急度の高い30人の健診結果の状況は下表のとおりです。 
年齢階層では６０歳代以上の被保険者が多くみられます。また、糖尿病の受診勧奨対象者と同様、非メ
タボリックシンドロームの情報提供レベルの人も多くみられます。 

（資料：特定健診結果データとレセプトデータによる複合分析） 

注）上記の各検査項目の判定欄のＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの基準は下記の日本人間ドック学会の判定 
  基準（2014年4月1日改定）に従っています。 

注）「服薬問診血圧」のＮ、Ｙの記号は、特定健康診査の問診票で、受診者が血圧の治療薬を 
   服用していないと認識している場合は「Ｎ」（No）と回答し、服用をしていると認識し 
   ている場合は「Ｙ」（Yes）と回答していることを示します。 
   レセプトデータが無い人で、「Ｙ」（服用している）と回答している場合は、医療機 
   関から処方された薬剤をよく理解していなかったり、市販の薬を服用しているケースが 
   考えられます。 
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 【脂質異常症受診勧奨対象者リスト（受診勧奨対象群： 238人中上位30人） （平成２８年度） 】 

（３）脂質異常症重症化予防の対象者 

 特定健康診査の脂質異常症の受診勧奨対象者は、238人（健診受診日の前後各３か月に受
療していない人）です。中性脂肪の数値から判定し、緊急度の高い30人の健診結果の状況は
下表のとおりです。女性と比較して、男性が多くみられます。 
また、血圧判定にＣ、Ｄの人が多い結果となっています。 

（資料：特定健診結果データとレセプトデータによる複合分析） 

注）上記の各検査項目の判定欄のＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの基準は下記の日本人間ドック学会の判定 
  基準（2014年4月1日改定）に従っています。 

注）「服薬問診脂質」のＮ、Ｙの記号は、特定健康診査の問診票で、受診者が脂質異常症の治 
   療薬を服用していないと認識している場合は「Ｎ」（No）と回答し、服用をしていると 
   認識している場合は「Ｙ」（Yes）と回答していることを示します。 
   レセプトデータが無い人で、「Ｙ」（服用している）と回答して場合は、医療機関から 
   処方された薬剤をよく理解していなかったり、市販の薬を服用しているケースが考えら 
   れます。 
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 【痛風・高尿酸血症有所見者の状況 （有所見者対象群： 1,843人中上位50人） （平成２８年度） 】 

（４）高尿酸血症重症化予防の対象者 

 特定健康診査項目の尿酸値有所見者（7.0mg/dl以上）は1,843人となります。有所見者の痛風、
高尿酸血症の受診の有無と、他の特定健康診査の結果との関係は以下の表となります。 
 有所見者の性別では、男性が女性よりも圧倒的に多く（男性が83.9%）、年齢階層では６０歳代
が712人（38.6%）で最も多くなっています。受診の有無では、痛風、高尿酸血症の未受療者が
1,294人(70.2%）となります。 

（資料：特定健診結果データとレセプトデータによる複合分析） 

注）上記の各検査項目の判定欄のＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの基準は下記の日本人間ドック学会の判定 
  基準（2014年4月1日改定）に従っています。 

検査値

No. 年齢 性別 尿酸値 治療の有無 傷病名１ 傷病名２ BMI 腹囲
収縮期
血圧

拡張期
血圧

血圧判定 中性脂肪 HbA1ｃ 喫煙
保健指導

レベル

1 60歳代 女性 16.3 あり 高尿酸血症 27.0 84.5 132 78 B B D いいえ 情報提供
2 70歳代 女性 15.3 なし 19.5 69.0 132 78 B A A いいえ 情報提供
3 40歳代 男性 14.4 なし 20.4 73.0 121 71 A A A いいえ 情報提供
4 60歳代 女性 13.2 あり 痛風 高尿酸血症 17.6 77.5 104 50 A C A はい 情報提供
5 70歳代 男性 12.0 なし 23.1 88.0 128 86 B A D いいえ 動機づけ支援
6 50歳代 男性 11.1 あり 痛風 高尿酸血症 27.8 90.6 142 84 C B A いいえ 情報提供
7 40歳代 男性 11.1 なし 19.5 79.5 140 88 C D B はい 情報提供
8 60歳代 女性 11.0 なし 20.1 78.0 122 60 A A A いいえ 情報提供
9 40歳代 男性 11.0 あり 高尿酸血症 27.8 93.0 134 80 B D A はい 積極的支援

10 40歳代 男性 10.8 あり 高尿酸血症 痛風発作 30.6 104.4 110 72 A C A いいえ 情報提供
11 60歳代 女性 10.8 あり 高尿酸血症 23.8 88.0 128 80 A C C いいえ 情報提供
12 50歳代 男性 10.7 なし 21.9 77.2 134 78 B A A いいえ 情報提供
13 60歳代 男性 10.6 あり 高尿酸血症 29.8 106.0 150 99 C C D いいえ 情報提供
14 40歳代 男性 10.5 あり 高尿酸血症 28.6 94.5 120 84 A D A はい 積極的支援
15 50歳代 男性 10.5 なし 23.4 84.0 150 110 D A B いいえ 情報提供
16 70歳代 女性 10.4 なし 23.2 85.0 144 67 C A B いいえ 情報提供
17 70歳代 女性 10.4 あり 高尿酸血症 18.9 79.0 130 80 B B A いいえ 情報提供
18 60歳代 男性 10.3 あり 高尿酸血症 26.3 91.0 142 96 C A C いいえ 動機づけ支援
19 70歳代 男性 10.2 あり 高尿酸血症 34.2 122.0 129 66 A C D はい 情報提供
20 60歳代 男性 10.1 あり 高尿酸血症 21.1 81.5 130 82 B B A いいえ 情報提供
21 50歳代 男性 10.0 なし 21.8 75.0 150 94 C A A いいえ 情報提供
22 70歳代 女性 10.0 あり 高尿酸血症 23.4 82.5 129 94 C A C いいえ 情報提供
23 60歳代 男性 10.0 あり 高尿酸血症 36.2 111.0 151 94 C B A いいえ 情報提供
24 60歳代 男性 10.0 なし 24.4 90.9 141 97 C D D いいえ 積極的支援
25 50歳代 男性 10.0 あり 高尿酸血症 32.2 113.0 149 100 D C B いいえ 情報提供
26 50歳代 男性 9.8 あり 高尿酸血症 痛風発作 28.1 99.0 138 78 B C C いいえ 情報提供
27 60歳代 男性 9.8 なし 24.5 88.0 140 78 C A B はい 情報提供
28 50歳代 男性 9.8 あり 高尿酸血症 痛風 20.0 75.0 112 60 A A A いいえ 情報提供
29 60歳代 男性 9.8 あり 高尿酸血症 25.1 93.0 154 86 C A A いいえ 情報提供
30 50歳代 男性 9.8 あり 高尿酸血症 29.1 95.0 131 83 B C B はい 積極的支援
31 60歳代 女性 9.7 あり 高尿酸血症 24.4 86.0 136 82 B A C はい 情報提供
32 50歳代 男性 9.7 なし 23.9 87.2 129 83 A C B いいえ 積極的支援
33 50歳代 男性 9.7 あり 痛風 27.6 94.5 133 80 B C B はい 積極的支援
34 60歳代 男性 9.7 あり 高尿酸血症 22.2 82.0 134 76 B C A いいえ 情報提供
35 60歳代 男性 9.6 あり 高尿酸血症 28.7 99.0 153 90 C B C いいえ 情報提供
36 50歳代 男性 9.6 あり 高尿酸血症 28.3 86.0 134 82 B C A はい 情報提供
37 50歳代 男性 9.6 あり 高尿酸血症 痛風 28.6 103.0 148 86 C D C いいえ 積極的支援
38 50歳代 男性 9.6 なし 27.4 102.4 114 75 A D C いいえ 積極的支援
39 50歳代 男性 9.6 あり 高尿酸血症 33.0 104.0 157 84 C A D はい 情報提供
40 50歳代 男性 9.6 なし 18.0 76.0 140 100 D A A いいえ 情報提供
41 70歳代 男性 9.6 なし 22.9 86.3 135 85 B A B いいえ 情報提供
42 50歳代 男性 9.6 あり 痛風 19.0 75.0 104 72 A A A はい 情報提供
43 40歳代 男性 9.5 なし 31.4 107.3 134 80 B B A いいえ 積極的支援
44 50歳代 男性 9.5 なし 30.5 98.0 133 96 C C A いいえ 情報提供
45 60歳代 男性 9.5 あり 高尿酸血症 29.2 103.0 164 91 D A B いいえ 積極的支援
46 40歳代 男性 9.5 なし 21.3 76.7 121 78 A A A いいえ 情報提供
47 40歳代 男性 9.5 あり 高尿酸血症 26.6 89.0 128 66 A C A はい 積極的支援
48 70歳代 男性 9.5 なし 17.8 74.0 137 95 C A C はい 情報提供
49 70歳代 男性 9.5 あり 高尿酸血症 19.9 78.3 124 78 A A C はい 情報提供
50 60歳代 男性 9.5 なし 22.8 83.0 130 60 B A A いいえ 情報提供

属性 レセプト情報 健診情報

注）尿酸値正常値は、7.0㎎/dlまで。 
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 【中野区の慢性腎臓病（CKD）の病態マップ（平成２８年度） 】 

（５）慢性腎臓病（ＣＫＤ）(※２４）リスク保有者の状況 

 特定健康診査のクレアチニン検査値(※２５）と尿蛋白の検査結果から、有所見者を分類しまし
た。クレアチニンの検査数値からeGFR（※２６）の値を算出し、G１～Ｇ５までの６段階のステージ
に階層化した上で、尿蛋白の段階を、４段階に階層化した内容で対象者を分類しています。 

（資料：特定健康診査データ） 

(人） 

(※２４）慢性腎臓病（ＣＫＤ）は腎臓の働き（GFR）が健康な人の60％以下に低下する（GFRが60mℓ/分/1.73㎡未 
     満）か、またはタンパク尿が出るといった腎臓の異常が続く状態を言います。 

（※２６）eＧＦＲ＝ＧＦＲ（Glomerular Filtration Rate）は糸球体濾過量ともよばれるもので、腎臓が老廃物や有害 
     物質を尿として排出する能力を示す数値です。ＧＦＲは、血液検査で「クレアチニン値」を調べ、その値を  
     もとに年齢・性別を加味した計算式で推算することができます。この推算したＧＦＲを「eＧＦＲ（推算ＧＦＲ）」 
     と言います。ＧＦＲの推算式は以下の通りです。 

 【男性】ｅＧＦＲ（mＬ/分/1.73㎡）＝194×Cr-1.094×年齢-0.287 

 【女性】ｅＧＦＲ（mＬ/分/1.73㎡）＝194×Cr-1.094×年齢-0.287×0.739 

（※２５）クレアチニンは筋肉運動のエネルギー源となるアミノ酸の一種です。クレアチニンは、腎臓が正常に機能す 
     れば尿として体外に排泄されます。血液中のクレアチニンが多いということは、腎機能が障害されていると 
     いうことになります。 

eGFR  x 尿蛋白で重症度を判定しますと

ではすぐに専門医の受療が必要な階層 68 人

も腎臓専門医への受療が望ましい階層 124 人
はかかりつけ医での経過観察が必要な階層 410 人

(－)(±) （1+） （2+） （3+）

G1 ≧90 2570 76 23 7

G2 60-89 13,487 501 98 23

G3a 45-59 2157 133 61 14

G3b 30-44 156 21 14 10

G4 15-29 9 9 10 6

G5 ＜15 2 0 5 1

（単位：人）

eGFR↓
尿蛋白ステージ　※検尿試験紙

腎機能ステージ

②
3期

を
3a

/3
bに
細
分
化

①eGFRに尿蛋白を加えてリスクを層別化



特定健康診査受診率向上 

第６章 今後取組む保健事業の実施内容と目標 

１．分析を受けての課題と対策  

○特定健康診査の受診率が38.2％（平成28年度の法定報告）となっており、国の定める  
 70％とは大きくかい離しています。特に40歳代男性の受診率が低くなっています。 
○健康診査を受けておらず、医療機関の受療をしていない方が22,259人います。この方達   
 の健康状態を区が把握していないため、特定健康診査の受診勧奨と、あわせて健康状態 
 を把握することが必要です。 

     ①特定健康診査受診勧奨    ②診療情報の収集 
  ③職場健診の結果収集 

  

  

（１）課題 

（２）具体的な対策 

効果的な受診勧奨を進めるとともに、特定健康診査を受診しない方の健康状態を
把握する必要があります。 

特定保健指導実施率向上 

  

     ①利用勧奨方法の拡充      ②委託事業者の追加 
  ③結果説明日での初回面接の実施  

（１）課題 

（２）具体的な対策 

○特定保健指導の実施率が4.4％（平成28年度の法定報告）と極めて低いため、対策が必 
 要です。 
○男性では、ほぼ全年齢階層を通じて腹囲、LDLコレステロールの有所見率が50％を超え 
 ており、ほとんどの方がメタボリックシンドロームを放置している状態といえます。 
○特定健康診査の質問票の結果から①週3回以上夕食後の間食②週3回以上朝食を抜く 
 人③食べる速度早い④1日1時間以上の運動習慣がないという項目に該当する方が国・ 
 東京都に比べて多く、食生活や運動習慣に関わる課題があるといえます。 

特定保健指導の利用者を増やし、被保険者自ら生活習慣の改善ができる取組み
を行う必要があります。 
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生活習慣病重症化予防事業 

○慢性腎不全（透析含む）の医療費が、国・東京都に比べ高い割合になっています。 
○糖尿病や高血圧症、脂質異常症などを基礎疾患として人工透析に移行している人は、 
 糖尿病15,664人中164人、高血圧症15,514人中226人、脂質異常症12,756人中143人 
 となっています。 
○生活習慣病の医療機関の受診勧奨対象者は、糖尿病255人、高血圧症376人、脂質  
 異常症238人となります。また痛風・高尿酸値症のリスク保有者は健康診査の結果 
 1,843人となりますが、その中には治療している方も含みます。 
○健康診査の結果による慢性腎臓病（CKD）のリスク保有者602人のうち、専門医療機 
 関での治療が必要となるレベルのハイリスク者が192人（32％）存在しています。 
○認知症患者の介護認定者のうち、糖尿病疾患ありの人が、糖尿病疾患なしに比べ多 
 くなっており、特に男性の場合はその差が顕著にみられています。認知症を予防する 
 上でも、糖尿病を防ぐことが大変重要となっています。 
 

     ①糖尿病性腎症重症化予防事業   ②生活習慣病受診勧奨事業  

（１）課題 

（２）具体的な対策 

生活習慣病のハイリスク者に対し、重症化予防指導や医療機関への受診勧奨を
する必要があります。 

医療費適正化事業 

     ①ジェネリック医薬品利用促進事業  
  ②適正受診・服薬に関する指導事業  

（１）課題 

（２）具体的な対策 

現状把握を行うとともに、医師会や薬剤師会との連携・協力体制のもと、適切な服
薬・受診指導を行い、健康被害を防ぎ、調剤医療費の削減を図る必要があります。 

 ○平成２６年度と平成２８年度の医療費を比較しますと、被保険者数の減少などにより総医  
  療費は減少していますが、1人当たり医療費は調剤医療費における高額薬剤の影響もあ 
  り、大きな減少はありません。 
 ○平成28年度ジェネリック医薬品の使用率は56.1％で微増傾向となっていますが、循環器 
  系用薬剤や中枢神経系用薬剤の普及率は低い状況です。 
 ○同一の病名で複数の医療機関から薬効が同じ医薬品を処方されている方が、毎月200 
  人前後となっています。過剰服薬による重大な健康被害が起こる可能性があります。 
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その他の保健事業 

○標準化死亡比を見ると、悪性新生物に占める女性の「肝及び肝内胆管」による死因が、  
 国、東京都と比較して高くなっています。 
○悪性新生物以外の疾病では、女性では「脳内出血」男性では「肝疾患」による死因が 
 国よりも高くなっています。 
○最大医療資源傷病名による医療費割合を見ると、悪性新生物が27.6%と高くなっていま 
 す。 
○女性の1人あたり医療費における悪性新生物の割合では、乳がんの占める割合が４０ 
 歳を過ぎると高くなります。また、高額医療費におけるランキングでは乳房のがんが13 
 位となっています。 
○介護保険第1号被保険者のうち認定を受けている1人当たり医療費は、介護保険非認 
 定者の5.67倍となっています。 

 ①生活習慣病予備群の減少への取組み    
    ・35～40歳の国民健康保険被保険者へ健康づくり健診の受診勧奨を実施。 
    ・全国健康保険協会東京支部との連携事業 

（１）課題 

（２）具体的な対策 

関係部署や他の保険者との連携による、生活習慣病や重症化予防対策を行う必
要があります。 

 ②がん検診対象者などへの受診勧奨事業    
    ・肝炎ウイルス検査の推進 
    ・がん検診の推進 

 ③地域包括ケアシステムの推進    
    ・ 介護予防事業・日常生活支援総合事業実施のため、地域包括ケア推進分野 
     への健診結果・レセプトから抽出した介護予防対象者の分析情報の提供 
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２．特定健康診査受診率向上  

①特定健康診査受診勧奨 

  専門事業者の知見を活用し、過去の健診結果から、勧奨効果の高い対象者を  
 選定します。また、対象者を階層別にグループ分けし、それに応じた効果的な 
 勧奨を行います。 

 ②受診しやすい環境の整備 

  休日健診の実施など、勤労者が特定健康診査を受けやすい受診体制を整備 
 します。 

①平成３０年度 

  

（１）特定健康診査受診率向上事業 

 ・不定期受診者を階層別にグループ分けし、それぞれに効果的な勧奨通知を送 
  付します。 
 ・前年度未受診・未治療の人に、勧奨通知の送付をします。 
 ・初めて特定健診の対象となる人に、勧奨通知の送付をします。 
 

注）アウトプット指標とは、目的・目標の達成のために行なわれる事業の結果指標となり 
  アウトカム指標とは、事業の目的や目標そのものの達成度、また成果の数値目標の指標 
  となります。 

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

5% 30% 33% 36% 39% 42% 45%

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

38.2% 60% 61% 62% 63% 64% 65%

アウトプット指標

①勧奨対象者の受診率

アウトカム指標

①法定受診率

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

①特定健康診査
　受診勧奨

中間評価 最終評価

②受診しやすい
　環境の整備

制度構築
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（２）特定健康診査以外の受診率向上の取組み 

 診療情報の収集 
  本人同意の上で、特定診健康診査を受診していない生活習慣病等治療者の診 
 療情報を収集します。  

①診療情報の収集 

  生活習慣病で医療機関に受診をしている方に追加の検査を実施する他、診療 
 情報を収集し、特定健康診査の受診率に反映します。 

②職場健診の結果収集 

  職場などで健康診査を受けた方から、健診結果の収集を行います。 

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

38.2% 60% 61% 62% 63% 64% 65%

アウトプット指標

診療情報収集件数

アウトカム指標

①法定受診率

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

診療情報の収集

中間評価 最終評価

職場健診の結果
収集

制度構築
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3．特定保健指導実施率向上 

①利用勧奨方法の拡充  

③委託事業者の追加 

  はがきによる一律の勧奨から、電話などを含めた効果的な勧奨で実施率の  
 向上を図ります。 

②結果説明日での初回面接の実施  

  特定健康診査の結果説明と同時に、特定保健指導の初回面接が実施できるよ 
 う調整を行い、健康課題に対して問題意識の高い時期に保健指導が受けられる 
 ようにします。 

  土・日等複数のメニューから、生活スタイルに合わせた保健指導の選択ができ 
 るようにします。 

①利用券を送付して一定期間経過した後に、はがきや電話による利用勧奨を 
 行います。 
②特定健康診査の結果説明日に、特定保健指導の初回面接を実施します。 
③民間の委託事業者を追加したり、土・日等に保健指導が受けられるよう環境の 
 整備を行います。 

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

①　5％ ①　5％ ①　5％ ①　5％ ①　5％ ①　5％

②　3％ ②　5％ ②　7％ ②　9％ ②11％ ②13％

③　6％ ③　8％ ③10％ ③12％ ③14％ ③16％

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

4.4% 13% 17% 21% 24% 27% 30%

－

アウトカム指標

法定実施率

アウトプット指標

指標

①勧奨対象者の実施率

②健診結果説明日での初回面接実施率

③委託事業者での実施率

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

①勧奨方法拡充

中間評価 最終評価

②結果説明日で
の初回面接

中間評価 最終評価

③委託事業者の
　追加

中間評価 最終評価
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４．生活習慣病重症化予防  

  特定健康診査やレセプトから糖尿病性腎症が疑われる方に対し、委託事業 
 者による保健指導を、かかりつけ医と連携しながら６か月間実施します。 

○平成３０年度 

  糖尿病性腎症が疑われる人に対し、参加勧奨を行います。 
 30人に保健指導を実施します。 

 
 

 

（１）糖尿病性腎症重症化予防事業 

指標

現況　201７年度
(平成２９年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

31人

指標

現況　201７年度
(平成２９年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

‐ 0人 0人 0人 0人 0人 0人

保健指導終了人数

アウトカム指標

事業参加者の人工透析への移行者

アウトプット指標

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

糖尿病性腎症
重症化予防事業

中間評価 最終評価
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（２）生活習慣病重症化予防事業 

  特定健康診査の結果から、血圧・脂質・血糖値のデータが悪く、医療機関での  
 治療が必要にも関わらず、治療していない方に対し、医療機関の受診の勧奨を  
 行います。 

○平成３０年度 

  高血圧症・脂質異常症・糖尿病が疑われる方に対し、医療機関の受診勧奨を 
 文書や電話で行います。 

指標

現況　201７年度
(平成２９年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

‐ 20% 22% 24% 26% 28% 30%

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

3.0% 2.7% 2.4% 2.1% 1.9% 1.7% 1.5%

アウトカム指標

特定健康診査の医療機関へ受診勧奨が必要な方の割合

アウトプット指標

対象者の内、３か月以内に医療機関を受診して治療を開始した方の割合

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

受診勧奨

中間評価 最終評価
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５．医療費適正化事業  

 先発医薬品を使用している方に対して、後発医薬品（ジェネリック医薬品）を
使用した場合の医療費差額通知を送付し、医療費の削減を目指します。 

○平成３０年度 

  

  ２月・７月に循環器官用薬、消化器官用薬、血液凝固阻止剤、糖尿病用剤等の 
 先発医薬品使用者に対して、ジェネリック医薬品を使用した場合の差額通知を送 
 ります。 
  １０月に強心剤、血圧降下剤、血管拡張剤、高脂血症用剤、副腎ホルモン剤、 
 糖尿病用剤、鎮痛・鎮痒・収歛（しゅうれん）・消炎剤等の先発医薬品使用者に対 
 して、ジェネリック医薬品を使用した場合の差額通知を送ります。 

（1）ジェネリック医薬品利用促進事業 

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

ジェネリック医薬
品利用促進

中間評価 最終評価

指標

現況　2016年度
(平成２8年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

6.8% 7.2% 7.5% 7.8% 8.1% 8.4% 8.7%

指標

現況　2016年度
(平成２8年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

59.3% 66.0% 70.0% 74.0% 78.0% 80.0% 80.0%

アウトプット指標

通知発送の１年後までにジェネリック医薬品に切り替えた人の割合

アウトカム指標

ジェネリック医薬品使用率（数量ベース）
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①重複服薬指導事業 

②残薬整理指導事業 

○平成３０年度 

  同月内に複数の医療機関から薬効が同じ薬剤を60日以上処方されている方に 
 服薬指導を行い、過剰服薬による健康被害の防止と医療費の削減を目指します。 

  飲み忘れや重複処方から発生する残薬を解消するために、医師や薬剤師等と 
 連携し、処方量を調整したり、調剤後の服薬状況の確認や服用薬の整理等を行 
 い、飲み忘れ等による健康被害の防止と、医療費の削減を目指します。 

  同月内に複数の医療機関から、薬効が同じ薬剤を60日以上処方されている方 
 に対し、適正な服薬に関する通知を発送します。 

（２）適正受診・服薬に関する指導事業 

③重複・頻回受診指導事業 

指標

現況　201７年度
(平成２９年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

‐ 100% 100% 100% 100% 100% 100%

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

100% 90% 80% 70% 60% 55% 50%

アウトプット指標

重複服薬者に指導をした割合

アウトカム指標

重複服薬者数の割合（H28からの比較）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

重複服薬指導

中間評価 最終評価

適切な服薬・受診
指導

制度構築
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（１）がん検診受診率向上への取組み  

６．その他の保健事業 

 がん検診の受診勧奨を行い、がんの早期発見・早期治療により、区民の生活の
質を高め、健康寿命の延伸につなげることを目指します。 

①がん検診を未受診の方に受診券等を送付し、がん検診受診のメリットを周知し受 
 診を促します。 
②「がん検診の普及啓発及び受診率向上に関する協定」を締結した民間企業等と 
 協働して、がん検診の普及・啓発活動に取り組みます。 

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

5.6% 8.0% 10.0% 12.0% 13.0% 14.0% 15.0%

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

20.4% 25.0% 26.0% 27.0% 28.0% 29.0% 30.0%

勧奨対象者数の受診率

アウトカム指標

がん検診受診率

アウトプット指標

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

がん検診受診率
向上事業

中間評価 最終評価
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（２）肝炎ウイルス検査受診勧奨の取組み  

 肝炎ウイルス検査の受診勧奨を行い、肝炎発症リスクのある方の重症化予防を
図り健康寿命の延伸につなげることを目指します。 

 医療機関と協力し、特定健康診査受診時に医療機関より肝炎ウイルス検査の重
要性を説明し、積極的な受診を促します。 

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

2,519人 3,000人 3,000人 3,000人 3,000人 3,000人 3,000人

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

100% 95% 90% 85% 80% 75% 70%

アウトプット指標

　受診者数

アウトカム指標

肝炎ウイルス検査の対象者（H28比較）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

肝炎ウイルス検査
受診率向上事業

中間評価 最終評価
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 非肥満者で健康リスクを保有している方や、生活習慣の改善が必要な方に対し
健康教育や健康イベントを行うなど、健康づくりに関する知識の普及・啓発活動
を、すこやか福祉センターや健康推進分野、地域包括ケア推進分野等と連携し、
取組んでいきます。 

①健康イベント等を通しての健康づくりに関する知識の普及啓発や、特定健康診  
 査の受診勧奨等を行います。 
②不健康な生活習慣等に伴う高齢者のフレイル（虚弱）対策や、生活習慣病に対  
 するハイリスクアプローチを実施するために、健診結果・レセプトデータから介護 
 予防対象者の抽出や、健康課題の提供を行います。 
 

（３）健康意識向上への取組み  

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

－ ２０人 ３０人 ４０人 ５０人 ５０人 ５０人

指標

現況　2016年度
(平成２８年度）

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

－ 30% 40% 50% 50% 50% 50%

①生活習慣を改善しようと思う人の数（アンケートより）

アウトプット指標

①健康教育やイベントへの参加者の数（国保ブース）

アウトカム指標

2018年度
（平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
（平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

健康教育や健康
イベントの開催

制度構築

関 連 分 野 へ の
データ提供
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７．全国健康保険協会（協会けんぽ）との取組み 

 平成２６年１０月１６日、全国健康保険協会東京支部(以下、協会けんぽという。)と中野区で覚
書を締結し、連携会議やワーキングの開催を通して、医療費（レセプト）及び特定健康診査結果
を分析し、連携して実施する事業についての検討を行ってきました。 

②医療費（レセプト）及び特定健康診査結果の分析について 

 中野区国民健康保険と、中野区にお住まいの協会けんぽ被保険者及び被扶養者の分析状
況は以下の通りです。(協会けんぽとの比較は、疾病大分類により作成しています。)  

【国民健康保険と協会けんぽの年齢階層別加入者】 

①連携の状況 

（資料：協会けんぽ東京支部） 

（資料：協会けんぽ東京支部・中野区民健康保険） 

【協会けんぽ加入者「疾病大分類別1人当たり年間医療費」】 
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【国民健康保険と協会けんぽの特定健康診査受診率】 

（資料：中野区民健康保険） 

（資料：協会けんぽ東京支部・中野区民健康保険） 

【国民健康保険被保険者「疾病大分類別1人当たり年間医療費」】 
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【国民健康保険と協会けんぽの特定健康診査未受診者数】 

（資料：協会けんぽ東京支部・中野区民健康保険） 

【中野区民の特定健康診査有所見率の状況】（肥満者/血圧リスク/脂質リスク/代謝リスク） 

（資料：協会けんぽ東京支部・中野区民健康保険） 
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③区と協会けんぽとが連携して実施する保健事業のイメージ 

 データ分析の結果から協会けんぽ、区ともに生活習慣病のリスクのある方の割合が高いという

結果が得られました。そのため、これらのリスクを減らすために、以下のような事業の共同実施を

検討しています。 

ⅰ）共同開催事業 

  生活習慣病予防や、スポーツを通じた健康づくりなどをテーマとした事業など、協会けんぽと 

 区が、共同で開催できる事業の可能性について検討しています。 

ⅱ）協会けんぽと区の連携によるデータヘルス事業 

  区民のＱＯＬの向上と医療費の適正化を図るため、健康医療データ（特定健康診査・レセプ 

 トデータ等）を活用の上、事業の実施内容と効果の検証を共有し、効果的な生活習慣病ハイリ 

 スク層への重症化・発症予防事業を推進します。 

【保健事業の対象者のイメージ】 

中野区民（約320,000人） 

国民健康保険被保険者 
（約89,000人） 

40歳以上の保険者 
（約54,000人） 

協会けんぽ加入者 
（中野区民約44,000人） 

40歳以上の加入者 
（約18,000人） 

在勤者 
（20,000人） 
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第７章 第三期特定健康診査等実施計画 

 この計画は、高齢者の医療の確保に関する法律第１９条及び特定健康診査等基本方針に基
づき、中野区国民健康保険の保険者である中野区が策定する計画で、平成２５年３月に策定し
た「第二期中野区特定健康診査等実施計画」に基づき実施した特定健康診査（以下「特定健
診」という）・特定保健指導の実績等を踏まえたうえで第三期計画として策定するものです。 

（１）計画の位置づけ 

 中野区国民健康保険に加入する４０歳～７４歳の被保険者に対し、中野区が「高齢者の医療
の確保に関する法律」に基づき、糖尿病等の生活習慣病に着目した特定健診及び特定保健指
導を実施します。 

（２）特定健康診査等の実施者 

（３）計画の期間 

 第三期特定健康診査等実施計画は、平成３０年度(2018年度)から平成３５年度(2023年度)の
６年間とし、特定健康診査・特定保健指導の成果について、毎年度、評価を行い必要に応じて
見直しを行います。 

１．計画策定にあたって 

２．特定健康診査等の実施 

③実施時期 

 ６月～翌年２月 

②対象者 

 実施年度の４月１日現在、中野区国民健康保険の被保険者で、実施年度中に４０歳～７５歳と
なり、かつ受診日時点で７４歳までの方が対象です。なお、年度の途中で健康保険の異動や転
入などにより、中野区の国民健康保険に加入した方も対象とします。 
また、厚生労働大臣が定める妊産婦、海外在住、長期入院の方等は対象となりません。  

④健康診査実施方法 

ⅰ）健診実施機関 
  特定健診の外部委託に関する基準(厚生労働大臣告示別表第１)を満たし、対象者の受診 
 が容易となるよう区内及び近隣区の医療機関へ委託して実施します。 
ⅱ）受診方法 
  ・対象者へ受診券・受診券シールを送付します。 
  ・対象者は受診券・受診券シールと健康保険証を持って、健診実施機関で特定健康診査を 
   受診します。 
  ・特定健康診査の結果は医療機関から説明します。 

①基本的な考え方 

 特定健康診査は特定保健指導の該当者を抽出するだけでなく、健診受診者が自らの現在の
健康状態を知るためにも重要です。そのため、より多くの方が受診できるよう、受診環境の整備
に取り組みます。 

（１）特定健康診査 
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⑤健康診査項目 

 メタボリックシンドロームに着目した、生活習慣病予防のための特定保健指導を必要とする者
を抽出する健診項目とします。国の示す項目は、全ての対象者が受診しなければならない基本
的な健診項目と、医師の判断により受診する詳細な健診項目があります。区は詳細な健診項目
のうち貧血検査・心電図検査・血清クレアチニンを基本的な健診項目として全ての対象者に対
して実施する他、胸部Ｘ線、尿潜血、尿酸、血清アルブミン、白血球数、血小板数を国の基準に
上乗せして実施します。 
具体的な健診項目については以下のとおりです。 

 【表１】 健診項目一覧 

診    察 
問診（既往歴、自覚症状、他覚症状）、理学的所見（身体観察）、 

身長、体重、腹囲、ＢＭＩ、血圧 

脂質検査 
中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレステロール、 

（non-HDLコレステロール） 

肝 機 能 
ＡＳＴ（ＧＯＴ）、ＡＬＴ（ＧＰＴ）、γ－ＧＴ（γ－ＧＴＰ）、 

血清アルブミン 

代 謝 系 空腹時血糖、ヘモグロビンＡ１ｃ、尿糖 

血液一般 ヘマトクリット値、血色素量、赤血球数、白血球数、血小板数 

尿・腎機能検査 尿蛋白、尿潜血、尿酸、クレアチニン 

心 機 能 １２誘導心電図 

眼底検査 眼底検査 

胸部Ｘ線 胸部Ｘ線 

⑥特定健康診査委託基準 

ⅰ）人員に関する基準 
   健診を適切に実施するために必要な医師、看護師等が質的及び量的に確保されている 
   こと等 
ⅱ）施設又は設備等に関する基準 
   健診を行う際、受診者のプライバシーが十分に保護される部屋が確保されていること等 
ⅲ）精度管理に関する基準 
   内部・外部精度管理が定期的に行われ、検査値の精度が保証されていること等 
ⅳ）健診結果等の情報の取扱いに関する基準 
   個人情報の保護に関する法律及び、これに基づくガイドライン等を遵守すること等 
ⅴ）運営等に関する基準 
   健診実施者に必要な研修を定期的に行うことにより、実施者の資質の向上につとめること 
   等 

⑦特定健康診査委託単価及び自己負担額 

ⅰ）委託単価   診療報酬を基準として毎年度決定します。 
ⅱ）自己負担額  ５００円とします。なお、前年度の住民税が非課税の世帯に属する方につい 
           ては、免除とします。 
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⑧周知方法 

 特定健康診査の対象者全員に、毎年、特定健診受診券等を送付します。また、健診実施時
期には区報・ホームページ等によりお知らせします。 

 【表２】 保健指導階層化方法について 

⑨代行機関 

 特定健診のデータの管理等は、東京都国民健康保険団体連合会に委託します。 

（２）特定保健指導 

①基本的な考え方 

 特定保健指導の目的は生活習慣病の予防です。 
対象者自身が健診結果を理解して体の変化に気づき、自らの生活習慣を振り返り、生活習慣を
改善するための行動目標を設定するとともに、自らが実践できるよう支援します。これにより対象
者が自分の健康に関するセルフケア（自己管理）ができることを目指します。 
 そのために、個々の対象者に合わせた生活習慣のあり方や、それを達成するための日常生
活での課題や、課題の解決のための優先順位を対象者と共有します。また、実行可能な行動
目標を対象者が自ら立てられるよう支援し、個別面接や小集団のグループワーク等を活用し、
行動変容のきっかけづくりを行います。  

②対象者 

 特定保健指導の対象者の選定は、特定健康診査の結果から腹囲またはＢＭＩと、リスク要因の
数に着目して、リスクの高さや年齢に応じ、レベル別（動機付け支援・積極的支援）に行います。
これを階層化といい、具体的には、腹囲が85cm以上(男性)・90cm以上(女性)の者または腹囲が
85cm未満(男性)・90cm未満(女性)の者でＢＭＩが25以上の者のうち、追加リスク「血糖・脂質・血
圧」に該当する者が対象者となります。（表２） 
  ⅰ 血糖 空腹時血糖１００mg/dl以上またはヘモグロビンA1c5.６%以上 
  ⅱ 脂質 中性脂肪１５０mg/dl以上またはHDLコレステロール４０mg/dl未満 
  ⅲ 血圧 収縮期（最高） １３０mmHg以上 または拡張期（最低）  ８５mmHg以上  

腹 囲 
追加リスク 

④喫煙歴 
対   象 

ⅰ血糖 ⅱ脂質 ⅲ 血圧 40-64歳 
 

65-74歳 
 

≧85cm(男性) 
≧90cm(女性) 

２つ以上該当 － 
積極的支援 

動機付け支援 
１つ該当 

あり 

なし   

上記以外で 
ＢＭＩ≧25 

３つ該当 － 
積極的支援 

動機付け支援 ２つ該当 
あり 

なし 
  

１つ該当 － 

※ただし、血圧・血糖・脂質を下げる薬を服用中の方は、処方する医師の医学的管理の下で指導がなさ
れるため、対象外となります。 
 

③実施開始時期 

  特定健康診査の実施時期を踏まえ６月～翌年５月とします。 
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④実施方法 

ⅰ）特定保健指導実施機関 
  特定保健指導の外部委託に関する基準(厚生労働大臣告示別表第２)を満たす実施機関へ  
  委託します。 
ⅱ）利用方法 
  ㋐区又は特定健康診査実施医療機関は健診結果を階層化し、特定保健指導対象者を 
    確定します。 
  ㋑区が階層化した対象者ごとに、特定保健指導利用券を交付し、郵送します。 
  ㋒利用券が届いた対象者のうち利用を希望する者は、希望する実施機関に予約の上「特   
    定保健指導利用券」と「中野区国民健康保険証」及び利用券に同封した「当該年度の 
    特定健康診査結果」を持参し、実施機関で特定保健指導を受けます。特定健康診査実 
    施医療機関で階層化された対象者のうち希望する者は、健診結果の説明を聞くと同時  
    に特定保健指導を実施します。 

⑤特定保健指導の内容 

 特定保健指導には、「動機付け支援」と「積極的支援」の2種類があります。それぞれの支援内
容や支援形態については、厚生労働大臣が定める標準に基づいて、区では支援内容として実
施いたします。 
ⅰ）動機付け支援 
 「動機付け支援」では、対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善のための自主的 
 な取組みを積極的に行うことができるようになることを目的とします。（表３） 

 【表３】 動機付け支援の実施例 

 支援の種類 回 数 時  期 支 援 形 態 

初回面接 １ 初  回 個別支援またはグループ支援 

（途中支援） １ ３か月後 面接または電話、手紙、ＦＡＸ、E－ｍａｉｌ 

最終評価 １ ６か月後 面接または電話、手紙、ＦＡＸ、E－ｍａｉｌ 

ⅱ）積極的支援 
「積極的支援」では、対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善のための自主的な
取り組みを継続的に行うことができるようになることを目的とします。（表４） 

 【表４】 積極的支援の実施例 

支援の種類 回 数 時  期 支 援 形 態 

初回面接 １ 初  回 個別支援 

継続的支援 ５ 

２週間後 電話 

１か月後 個別支援 

１か月半後 手紙、ＦＡＸ、E－ｍａｉｌ 

２か月後 個別支援 

３か月後 手紙、ＦＡＸ、E－ｍａｉｌ 

最終評価 １ ６か月後 
面接または電話、手紙、ＦＡＸ、

E－ｍａｉｌ 
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⑥特定保健指導委託基準 

ⅰ）基本的な考え方 
    特定健康診査委託基準に準じます。 
ⅱ）具体的な基準 
   厚生労働大臣の告示により、以下の基準が定められています。 
  ㋐人員に関する基準 
   特定保健指導の業務を統括する者は、常勤の医師、保健師又は管理栄養士であること等 
  ㋑施設又は設備等に関する基準 
   個別指導を行う際に、利用者のプライバシーが十分に保護される部屋が確保されているこ  
   と等 
  ㋒特定保健指導の内容に関する基準 
   厚生労働大臣が定める実施方法に準拠したものであり、保険者に提示され、了解の得られ  
   たものであること等 
  ㋓特定保健指導の記録等の情報の取扱いに関する基準 
   個人情報の保護に関する法律及び、これに基づくガイドライン等を遵守すること等 
  ㋔運営等に関する基準 
   特定保健指導実施者に必要な研修を定期的に行うことにより、実施者の資質の向上につと  
   めること等 

  
⑦特定保健指導委託単価 

   委託単価：委託機関との契約により決定します。  
  

⑧周知、案内方法 

 特定健康診査の結果、動機付け支援及び積極的支援が必要な方には、特定保健指導利用
券を送付し、その後電話やはがき等での利用勧奨を行うほか、特定健康診査実施医療機関が
通知します。 

３．達成しようとする目標 

（１）国が定める目標 

 第三期の特定健康診査等基本方針において、厚生労働省が示した市町村国民健康保険全
体の目標値としては、平成３５年度(2023年度)の時点で、特定健康診査受診率・特定保健指導
実施率ともに６０％としています。 
（２）中野区が定める目標 

 ①第二期実施計画期間（平成2５年度～平成2９年度）における目標値と実績 

  平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

特定健診
の受診率 

目標 42% 44% 46% 48% 50% 

実績 39.0% 39.5% 39.2% 38.2% - 

特定保健指
導の実施率 

目標 15% 16% 17% 18% 20% 

実績 5.8% 5.4% 5.7% 4.4% - 

②第三期実施計画期間（平成３０年度～平成３５年度）における目標値 

2018年度
(平成３０年度）

2019年度
（平成３１年度）

2020年度
(平成３２年度）

2021年度
（平成３３年度）

2022年度
（平成３４年度）

2023年度
（平成３５年度）

特定健診
の受診率

目標 60% 61% 62% 63% 64% 65%

特定保健指導
の実施率

目標 13% 17% 21% 24% 27% 30%
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（３）目標達成に向けた取組み 

①特定健康診査 
 ⅰ）効果的な受診勧奨 
   過去の健診結果やレセプトから対象者を抽出し、階層別のグループ分けを行い、それぞれ  
  に効果的な勧奨を行います。年度ごとに効果を把握し検証することによって、より効果的な受 
  診勧奨に努めます。 
  ⅱ）特定健診以外の健康診断結果等の把握 
    「高齢者の医療の確保に関する法律」第２０条などでは、特定健診以外で特定健診と同  
   様の健康診断を受診した場合、健診結果を区に提出することで特定健診を受診したものと  
   みなすことができるとしています。 
    平成23年度に行った国保特定健康診査の未受診理由アンケートでは13.7%の方が個人 
   で健診を実施していると回答しています。また、44.4%の方が通院中と回答しています。医 
   師会と連携し、かかりつけ医から特定健康診査の勧奨を行う他、診療で特定健診と同等の 
   検査を実施している場合、本人同意の上で、必要に応じて検査項目を追加し、診療情報を 
   収集します。更に、職場で健康診査を実施していると回答している方が9.6％いますので、 
   健診結果を収集することを検討していきます。 
  ⅲ）③受診機会の確保 
    忙しくて受診する時間がない方への対策として、関係機関の協力を得て土・日等でも受 
    診できる環境を整備するなど、被保険者が受診しやすい環境整備について検討します。 
②特定保健指導 
  実施率向上のために 
  ⅰ）特定健康診査結果説明日と、同日での初回面接の実施 
     健康診査を受診してから、特定保健指導利用券を発送するまで２か月ほど時間を要し  
    ていましたが、特定健診の結果説明日に、特定保健指導の初回面接を実施し、健康意 
    識の高いうちに保健指導を開始できるように検討していきます。 
  ⅱ）委託機関の追加 
    保健指導を実施できる機関を増やし、休日等の実施も検討するなど、被保険者が利用し 
    やすい方法を選ぶことができるようにしていきます。 
  ⅲ） 勧奨方法の変更 
    はがきによる一律の勧奨を行っていましたが、はがきと電話による勧奨に変更します。  
    個々人の健診結果に合わせた勧奨をすることにより、利用者の増加を図ります。  
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第８章 その他の事項 

１．保健事業の評価及び計画の見直しについて 

 計画の見直しは、毎年度、計画に掲げた目的・目標の達成状況の評価を行い、必要に応じて
見直しを行います。また、最終年度となる平成３５年度(2023年度)には、これまでに行った事業
の評価を行い、次期計画につなげていきます。評価については、東京都国民健康保険団体連
合会に設置される、保健事業支援・評価委員会の指導・助言を受けるものとします。 

３.個人情報の保護 

２．計画の公表・周知 

 各保健事業の実施にあたって収集される個人情報や、本分析によって抽出された保健指導
対象者のリストの取り扱いについては、個人情報の保護に関する法律及び、これらに基づくガイ
ドライン、並びに中野区個人情報保護条例を遵守し、適切に取り扱います。また、保健事業の
実施にあたり外部委託を行う場合は、受託者に対しても、同様の取り扱いを求め、情報の管理
を徹底します。 
 受益者の利益を最大限に保証するため、個人情報の保護に十分配慮しつつ、効果的かつ効
率的な保健事業を実施します。 

 本計画は区の広報誌やホームページに掲載し公表するとともに、関係機関との連携により計
画の周知を図ります。また、実施及び成果にかかる目標等に変化が生じた場合は、計画の一部
を変更し、速やかにホームページ等で公表します。 

４. その他計画策定にあたっての留意事項 

 データ分析に基づく保険者の特性を踏まえた計画を策定するため、事業運営に関わる担当者
は、東京都国民健康保険団体連合会が行うデータヘルスに関する研修に積極的に参加すると
ともに、関係機関と連携し協議しながら事業を推進していくよう努めます。 
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（資料：レセプトデータ） 

資料１ 高額医療費の現状 

 【年間医療費100万円以上の病名ランキング（１－50位）】（平成２８年度） 

 （１）年間医療費100万円以上の病名ランキング  

 年間医療費が100万円以上の患者が占める疾病をランキングにすると、１位は「他の悪性新生物」、２位
は「腎不全」となります。また、区では７位「他のウィルス疾患」と、８位「ウィルス肝炎」となっています。 

 【参考：上記の100万円以上の高額医療費の色分けについて】 

 注）年間医療費が100万円以上の疾病の中の「他の悪性新生物」とは、食道がん、前立腺がん、膀胱がん  
   甲状腺がん、咽頭がんなどが含まれます。疾病分類名は、P.79資料８をご覧ください。 
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 【医療費金額階層別の患者数と医療費金額・構成比】（平成２８年度 医科・調剤レセプト） 

（資料：レセプトデータ） 

 年間医療費の金額階層別に患者数と医療費金額、構成比は、年間100万円以上の医療費を
要した人が3,532人（3.6%）となり、医療費は約107億円、医療費全体の53.3%を占めています。 

 （２）高額医療費（年間100万円以上）の状況  
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 【疾病の19分類による疾病分類別の医療費の状況（ＰＤＭ法）】（平成２８年度） 

 【診療区分別の疾病分類別医療費の状況(ＰＤＭ法）】（平成２８年度） 

【入院】 【入院外】 

（資料：レセプトデータ） 

（資料：レセプトデータ） 

（※２７）社会保険表章用疾病分類は世界保健機関（WHO）より公表されている「疾病及び関連保険問題の国際統 
    計分類」（略称、国際疾病分類：ICD）に準じて定められたものであり、社会保険の分野で疾病統計を作成 
    する際の統一的基準として広く用いられています。 

(※２８）ＰＤＭ法とは、レセプトに記載された複数傷病名を客観的かつ自動的に分析する原理の一つの方法。個人 
    情報保護を図りつつ電子化レセプトを有効活用する目的で，複数傷病の記載されたレセプトの日数，点 
    数といった情報を客観的かつ自動的に分析する方法です。 

資料２ 疾病分類別医療費の状況 

 歯科を除く全レセプトから医療費を社会保険表章用疾病分類（※２７）の大分類別の割合をＰ
ＤＭ法（※２８）でみると、医療費が多くかかっている疾病分類の順位は、新生物16.7％で、続い
て循環器系疾患11.6%、消化器系疾患8.6%という順になりますが、次いで区では呼吸器系7.6%、
感染症7.5%となり、内分泌系、腎尿路系よりも上位となります。 

（１）医科・調剤レセプト全体の疾病分類別医療費の割合 

 疾病分類別の年間医療費を入院と入院外（調剤含む）とに分けると、入院では新生物、循環
器系疾患、消化器系疾患が上位を占めています。入院外では新生物、 循環器系疾患、消化器
系疾患、呼吸器系疾患、感染症、内分泌系疾患、腎尿路系疾患と続きます。 

（２）入院、入院外の疾病分類別医療費の割合 
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資料３ 年齢階層による医療費の疾病分類構造の変化 

 【被保険者全体：年齢階層による医療費の疾病分類構造（ＰＤＭ法）】（平成２８年度） 

（資料：レセプトデータ） 

（資料：レセプトデータ） 

 【男性：年齢階層による医療費の疾病分類構造（ＰＤＭ法）】（平成２８年度） 

 （１）年齢階層による医療費の疾病分類構造(全体）の変化 

 疾病分類別の医療費が年齢階層別にどのように変化をしているかをみると、０歳から１４歳は呼
吸器系疾患の割合が多く、５０歳以降は悪性新生物や生活習慣病関連が大きな割合となってい
ます。また、区では、現役世代に感染症や呼吸器系疾患の割合が高くなっています。 

 （２）年齢階層による医療費の疾病分類構造(男性）の変化 

 男性の場合、若年者の呼吸器系疾患と、２５歳～５４歳の感染症が特に高い割合となっていま
す。特に呼吸器系疾患の医療費は２０歳代になっても割合が高くなっています。 
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 【女性：年齢階層による医療費の疾病分類構造（ＰＤＭ法） 】 (平成28年度) 

（資料：レセプトデータ） 

（資料：レセプトデータ） 

 【女性の新生物部位別の疾病分類構造（ＰＤＭ法） 】 (平成28年度) 

 （３）年齢階層による医療費の疾病分類構造(女性）の変化 

 女性の場合、２５歳頃から悪性新生物が増えますが、４０歳頃から特に乳がんによる医療費の
割合が更に高くなります。尚、２５歳～４４歳あたりの上部緑色部は「妊娠分娩」となります。 
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資料４ 過去の特定健康診査受診勧奨の結果 

 【平成２５年度・２６年度の電話による特定健康診査受診勧奨結果の状況】 

（資料：中野区国民健康保険） 

 【平成２８年度はがきによる特定健康診査受診勧奨結果の状況】 

（資料：中野区国民健康保険） 

（１）電話による受診勧奨事業の評価 

 区では、平成２５年度、２６年度に電話による特定健康診査の受診勧奨事業を行いました。し
かし、平成２６年度の実施内容では、勧奨の電話を掛けて通話ができた対象者の中に、受診済
み・予約済みが多く含まれていました。また、架電をしても留守等で通話ができなかった対象者
の中にも、受診をした方が多く含まれておりました。健診結果を医療機関から速やかにご提出
いただき、勧奨対象者のリストを抽出、事業実施時期を決める等の課題も明らかになりました。 

（２）はがきによる受診勧奨事業の評価 

 平成２８年度は、はがきによる特定健康診査受診勧奨事業を実施しました。勧奨はがきは
20,246通を１１月７日に投函しましたが、６月～１１月までに既に受診済みの対象者も含まれて
おり、リスト抽出に課題がありました。 
 また、勧奨はがきを受領してから医療機関に予約し、実際の受診日までに日数を要することか
ら、２月の特定健診終了を踏まえ、勧奨時期を早める必要があるとの課題も明らかになりました。 

B.他受診済：人間ドック等で受診の済んでいる人 
O.他家・着信拒否：他の家に電話がかかってしまった人や、着信拒否 
P.欠番・現アナ：電話番号がわからなかった人や、電話が使われていなかった人 
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資料５ ジェネリック医薬品利用促進事業の評価 

 【平成２８年２月本事業対象者の 
  平成２８年３月～平成２９年2月のジェネリック医薬品切替による効果額率】 

（資料：東京都国民健康保険団体連合会） 

 【平成２８年２月本事業の性別・年齢階層別通知送付者の状況】 

（資料：東京都国民健康保険団体連合会） 

 【平成２８年２月本事業対象者の 
  平成２８年３月～平成２９年2月のジェネリック医薬品への性別・年齢階層別切替状況】 

（資料：東京都国民健康保険団体連合会） 
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【国民健康保険被保険者の性別のがん検診受診状況】（平成２８年度） 

資料６ 被保険者のがん検診の概要 
 

≪男性≫ 

≪女性≫ 

（資料：中野区） 

 区では、男性に対して大腸がん、胃がん、胃がんハイリスクのがん検診を実施し、女性に対し
ては、更に乳がん検診と子宮がん検診を実施しています。 
  ４０歳～７４歳男女別のがん検診と特定健康診査の受診状況では、男性の大腸がん検診受
診者が6,211人となり、特定健康診査を受けずに大腸がん検診だけを受診した「健診なし」の人
が461人となっています。一方、女性も同様に、大腸がん検診受診者が9,909人となり、特定健
康診査を受診せず大腸がん検診のみを受診した人が920人となっています。  

（単位：人） 
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【国民健康保険被保険者の性別のがん検診項目別の受診状況】（平成２８年度） 

（資料：中野区） 

資料７ 中野区民の肝炎ウイルス検診受診状況 

 【中野区民の肝炎ウイルス検査受診状況】(平成28年度) 

（資料：中野区） 
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資料８ 病名とその分類について 

本計画の病名とその分類については「社会保険表章用疾病分類表」を参考に作成しています。 
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「社会保険表章用疾病分類」は、世界保健機関(WHO)より公表されている「疾病及び関連保険問題の国
際統計分類」(略称、国際疾病分類：ICD)に準じて定められたものであり、社会保険の分野で疾病統計を
作成する統一的基準として広く用いられています。 

疾病分類 分類コード 分類名 主な傷病名例
Ⅹ　呼吸器の疾患 1001 急性鼻咽頭炎<感冒> 急性鼻咽頭炎（かぜ） 鼻炎　鼻カタル

1002 急性咽頭炎及び急性扁桃炎 急性咽頭炎　急性扁桃炎
1003 その他の急性上気道感染症 急性副鼻腔炎　急性気管炎
1004 肺炎 細菌性肺炎（マイコプラズマ肺炎、インフルエンザ菌など） ウイルス肺炎
1005 急性気管支炎及び急性細気管支炎 急性気管支炎
1006 アレルギー性鼻炎 花粉症　アレルギー性鼻炎
1007 慢性副鼻腔炎 慢性副鼻腔炎
1008 急性又は慢性と明示されない気管支炎 急性又は慢性と明示されていない気管支炎
1009 慢性閉塞性肺疾患 肺気腫　びまん性細気管支炎　慢性閉塞性肺疾患
1010 喘息 アレルギー性喘息　気管支喘息
1011 その他の呼吸器系の疾患 気管支拡張症　石綿肺　肺水腫　インフルエンザウイルス性による肺炎

ⅩⅠ　消化器系の疾患 1101 う蝕 う蝕（虫歯）
1102 歯肉炎及び歯周疾患 歯肉炎　歯周症
1103 その他の歯及び歯の支持組織の障害 歯石　埋伏歯
1104 胃潰瘍及び十二指腸潰瘍 胃潰瘍　十二指腸潰瘍
1105 胃炎及び十二指腸炎 胃炎　アルコール性胃炎
1106 アルコール性肝疾患 アルコール性肝炎　アルコール性肝硬変
1107 慢性肝炎（アルコール性のものを除く） 慢性肝炎　慢性持続性肝炎
1108 肝硬変（アルコール性のものを除く） 肝硬変　原発性胆汁性肝硬変
1109 その他の肝疾患 脂肪肝　（急性・亜急性・慢性肝不全）　肝綿維症
1110 胆石症及び胆のう炎　 胆石症　胆管結石　胆のう炎
1111 膵疾患 （急性・慢性）膵炎　膵のう胞

虫垂炎　そけいヘルニア　潰瘍性大腸炎　イレウス※　便秘　
過敏性腸症候群　直腸ポリープ　腹膜炎 　※腸管の癒着・閉塞

ⅩⅡ　皮膚及び皮下組織の疾患 1201 皮膚及び皮下組織の感染症 蜂巣炎　毛巣のう胞　膿か疹（とびひ）　爪周囲炎
1202 皮膚炎及び湿疹 アトピー性皮膚炎　オムツ被れ　アレルギー性皮膚炎

乾せん〈癬〉 蕁麻疹　日焼け　白斑　あせも　うおのめ
エリテマトーデス〈紅斑性狼瘡〉

ⅩⅢ　筋骨格系及び結合組織の疾患 1301 炎症性多発性関節障害 関節リウマチ　痛風
1302 関節症 股関節症　変形性膝関節症　多発性関節炎
1303 脊椎障害（脊椎症を含む） 強直性脊椎症　脊柱管狭窄　椎骨骨髄炎
1304 椎間板障害 頸椎間板ヘルニア
1305 頸腕症候群 頸腕症候群
1306 腰痛症及び座骨神経痛 坐骨神経痛　腰腹痛
1307 その他の脊柱障害 脊柱側わん症　斜頸
1308 肩の障害<損傷> 肩関節周囲炎　四十肩
1309 骨の密度及び構造の障害 骨粗しょう症
1310 その他の筋骨格系及び結合組織の疾患 外反母趾　結節性多発動脈炎　全身性エリテマトーデス　変形性脊椎障害

ⅩⅣ　腎尿路生殖器系の疾患 1401 糸球体疾患及び腎尿細管間質性疾患 糸球体腎炎　ネフローゼ症候群　尿細管間質性腎炎
1402 腎不全 急性腎不全　慢性腎不全　尿毒症性心膜炎
1403 尿路結石症 尿路結石症　腎結石　尿管結石
1404 その他の腎尿路系の疾患 腎性尿崩症　膀胱炎　尿道炎
1405 前立腺肥大 前立腺肥大症
1406 その他の男性性器の疾患 精巣捻転　精巣炎
1407 月経障害及び閉経周辺期障害 過多月経　無月経症　閉経期及び女性更年期状態
1408 乳房及びその他女性性器の疾患 乳腺炎　卵管炎　卵巣炎　膣炎　子宮内膜症

ⅩⅤ　妊娠、分娩及び産じょく 1501 流産 子宮外妊娠　胞状奇胎
1502 妊娠高血圧症候群 妊娠高血圧症
1503 単胎自然分娩 単胎自然分娩

1504 その他の妊娠、分娩及び産じょく 切迫流産　羊水多過症　前期破水　前置胎盤　帝王切開
産じょく性敗血症

ⅩⅥ　周産期に発生した病態 1601 妊娠及び胎児発育に関連する障害 低出産体重児　未熟児　巨大児
1602 その他の周産期に発生した病態 新生児呼吸窮迫症候群　胎便吸引症候群　新生児低体温

ⅩⅦ　先天奇形、変形及び染色体異常 1701 心臓の先天奇形 心室中隔欠損症　肺動脈弁閉鎖症　大動脈狭窄症　ファロー四徴症
1702 その他の先天奇形、変形及び染色体異常 口蓋裂　多指症　ダウン症候群

ⅩⅧ　症状、徴候及び異常臨床所見・異常
検査所見で他に分類されないもの 1800 症状、徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で

他に分類されないもの 頻脈　呼吸困難　急性腹症　排尿困難　頭痛　熱発

ⅩⅨ　損傷、中毒及びその他の外因の影響 1901 骨折 骨折　不全骨折（ひび）
1902 頭蓋内損傷及び内臓の損傷 頭蓋内損傷　外傷性硬膜外血腫
1903 熱傷及び腐食 熱傷（やけど） 腐食（壊死） 壊死を伴う凍傷
1904 中毒 薬物中毒　向精神薬による中毒
1905 その他の損傷及びその他の外因の影響 脱臼　開放創　擦過傷　挫滅創　腱断裂　四肢外傷性切断　熱射病

ⅩⅩⅡ　特殊目的用コード 2210 重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ） 重症急性呼吸症候群［SARS］
2220 その他の特殊目的用コード

1112 その他の消化器系の疾患　

1203 その他の皮膚及び皮下組織の疾患
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 （写し）資料３ 

２９中区医第３０１３号 

平成３０年２月８日 

 

中野区国民健康保険運営協議会会長 様 

                            

 

中野区長  田 中 大 輔 

 

 

 

中野区国民健康保険運営協議会規則第２条の規定に基づき、下記について貴協議会

に諮問いたします。 

 

記 

 

１ 諮問事項 

中野区国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

２ 諮問内容 

（１）国民健康保険運営協議会を国民健康保険事業の運営に関する協議会に改める。 

 

（２）国民健康保険事業費納付金をもとに保険料を算出する規定に改める。 

 

（３）保険料率等を次のとおり改める。 

①基礎賦課分 

○所得割率  １００分の７．４７ を １００分の７．４９ に改正する。 

   ○所得割の賦課割合 １００分の５７ を １００分の６０ に改正する。 

   ○均等割の賦課割合 １００分の４３ を １００分の４０ に改正する。 

②後期高齢者支援金等賦課分 

○所得割率  １００分の１．９６ を １００分の２．２３ に改正する。 

   ○所得割の賦課割合 １００分の５７ を １００分の６１ に改正する。 

   ○均等割の賦課割合 １００分の４３ を １００分の３９ に改正する。 

③介護納付金賦課分 

○所得割率  １００分の１．６３ を １００分の１．６７ に改正する。 

   ○所得割の賦課割合 １００分の５０ を １００分の５２ に改正する。 

   ○均等割の賦課割合 １００分の５０ を １００分の４８ に改正する。 



 

 

（４）保険料均等割軽減の対象となる判定所得の基準を次のとおり改める。 

①第２号該当（５割軽減） 

被保険者等の合計数に乗ずる金額 

                   ２７万円 を ２７．５万円 に改正する。 

   ②第３号該当（２割軽減） 

被保険者等の合計数に乗ずる金額 

                     ４９万円 を ５０万円 に改正する。 

 

（５）賦課限度額を次のとおり改める。 

①基礎賦課限度額          ５４万円 を ５８万円 に改正する。 

 

３ 改正理由 

（１）国民健康保険法の改正に伴い、所要の規定整備をする。 

 

（２）賦課総額改正のため、基礎賦課分、後期高齢者支援金分及び介護納付金分の保険

料率等を改正する。 

 

（３）国民健康保険法施行令改正により、基礎賦課限度額が引き上げられたため改正

する。 

 

（４）国民健康保険法施行令改正により、低所得者に対する保険料均等割の軽減判定

所得の基準が引き上げられたため改正する。 

 

４ 実施時期 

平成３０年４月１日から施行する。 

 



    資料４ 

1 

 
 

平成３０年度国民健康保険料率算定の考え方について 

 

 

１ 制度改革の概要 

国は、将来にわたって国民健康保険制度（以下「国保制度」という。）を維持するた 

め、国保制度を改革し、平成３０年４月から実施する。この改革により東京都は、「国 

民健康保険事業費納付金・標準保険料率」を算定し、区は東京都が算定した納付金を納 

付するとともに、標準保険料率を参考に保険料率を決定し、賦課・徴収する仕組みに変 

わることとなる。 

このたび、東京都から「平成３０年度国民健康保険事業費納付金・標準保険料率」が 

示されたので、中野区の保険料率算定の考え方を報告する。 

 

（1） 公費による財政支援の拡充 

国は、国民健康保険に対して財政支援の拡充を実施し、財政基盤の強化を図る。 

 

（2） 財政運営の責任主体等 

平成３０年４月から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や

効率的な事業の確保など、国保運営の中心的な役割を担い、制度の安定化を図る。 

区市町村は、引き続き保険料の賦課徴収や保健事業の実施など、住民に身近な事務

を行う。 

 
（3） 国保財政の運営、保険料の決定等 

① 財政運営 

都は、区市町村の医療費水準や所得水準を考慮し、国保事業費納付金を決定する。

区は、都が決定した国保事業費納付金を納付する。 

区市町村が給付する医療費は全額、都からの交付金で賄う。 

 
② 保険料率の決定・賦課徴収 

都は、区市町村の標準保険料率を算定し、公表する。区市町村は、都が算定した標

準保険料率を参考に保険料率を決定し、賦課・徴収する。 
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《国保財政運営のイメージ》 
 
《現行》                 《平成３０年度～》 

 
 
 
 
  
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
（4） 納付金の算定方法（按分の方法） 

区の納付金の算定に当たっては、都全体の医療給付費等の見込み額から国庫負担金

等の見込み額を差し引き、都全体で必要となる納付金の総額を算出し、区市町村の医

療費水準及び被保険者の所得水準に応じて納付金を按分する。 

 

≪イメージ≫ 

都の納付金必要額   区ごとの納付金算定方法 

 

 

 

 

 
 
  

公費 収入 支出 

国・都 
公費 

前 期 高

齢 者 交

付金 

納付金 
必要額 

応能分 

応益分 

× 57 

: 
43 

都全体に占める

所得割合 

都全体に占める

被保険者数割合 
× 

× 医療費

指数 
＝ 

当該区の

納付金 

公費 

・定率国庫負担 
・都繰入金等 
・保険料軽減等 

収入 支出 

都の国保特別会計 

収入 

・法定内繰入金等 

支出 

保険料 保険給付費 

区の国保特別会計 

区の国保特別会計 

公費 

保険料 保険給付費 

・定率国庫負担 
・都繰入金等 

納付金 交付金 
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２ 平成３０年度国民健康保険事業費納付金及び標準保険料率 

 
（1） 平成３０年度国保事業費納付金（中野区）             （単位：円） 

一般被保険者分（介護分は退職被保険者等分を含む） 
退職被保険者等

分 
総合計 

医療分 支援分 介護分 合計 
医療分＋支援分

の合計 
8,775,676,657 2,849,056,620 1,078,537,185 12,703,270,462 24,363,000 12,727,633,462 

 

（2） 平成３０年度標準保険料率と平成２９年度保険料率の比較 

（基礎分＋支援分） 

 基礎分 支援分 計 一人当たり

保険料 

（円） 

所得割 

（％） 

均等割 

（円） 

所得割 

（％） 

均等割 

（円） 

所得割 

（％） 

均等割 

（円） 

29年度保険料率① 7.47 38,400 1.96 11,100 9.43 49,500 118,441 

30年度標準保険料率② 8.09 45,986 2.65 15,024 10.74 61,010 142,558 

差 ②-① 0.62 7,586 0.69 3,924 1.31 11,510 24,117 

 

（介護分） 

 介護分 一人当たり

保険料 

（円） 

所 得 割

（％） 
均 等 割

（円） 
29年度保険料率① 1.63 15,600 31,387 

30年度標準保険料率② 2.32 17,292 39,946 

差 ②-① 0.69 1,692 8,559 

 

３ 中野区の平成３０年度保険料率算定の考え方 

（1） 基本的な考え方 

①  低所得者及び多子世帯に配慮し、所得割と均等割の賦課割合を定める。 

②  被保険者の保険料負担が急激に増加しないよう、法定外一般会計繰入金による激

変緩和措置を講じる。 

 

（2） 基礎分の賦課総額の考え方 

保険事業費納付金に出産育児一時金の１／３、葬祭費、特定健診・特定保健指導等

の事業にかかる経費の一部を加算し、特定財源等（特別交付金、法定内繰入金、過年

度分保険料等）を減算する。 
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歳出（納付金及び葬祭費等） 

 

 

歳入（保険料及び繰入金等） 

（平成３０年度） 

 
 

歳入 

（現行） 

 
 

（3） 支援分及び介護分の賦課総額の考え方 

事業費納付金から特定財源等（特別交付金、法定内繰入金、過年度分保険料等）を

減算した額を保険料の賦課総額とする。 
 

（歳出） 

事業費納付金（支援分・介護分） 

 
（歳入） 

基盤安定繰入金、過年度の保険料収納見込額等 

保険料 

 
 
 

（4） 所得割と均等割の賦課割合について 

所得割と均等割の賦課割合については、低所得者及び多子世帯の保険料負担に配慮し、 

基礎分及び支援分については概ね６０：４０（現行５８：４２）とし、介護分は５２： 

４８（現行５０：５０）とする。 
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４ 平成３０年度保険料の激変緩和措置について 

（1） 標準保険料率との差 

東京都が算定した平成３０年度標準保険料率と平成２９年度の保険料率には、所得

割率で２.０％、均等割額で１３,２０２円、一人当たり保険料は３２，６７６円の乖離

がある。 
保険料が急激に増加しないよう、以下の激変緩和措置を講じることとする。 
 

（2） 激変緩和措置① 

支援分及び介護分の平成３０年度の賦課総額の算出に当たっては、国保事業費納付

金の９％相当額を控除し、その後、この割合を段階的に引き下げていく。 
 

（3） 激変緩和措置② 

標準保険料率の算定に当たっては、納付金総額等を標準的な収納率（直近の収納率 

８５.１３％）で割り戻しているが、保険料の急激な上昇を抑えるため、９６％で割り

戻すこととする。その後、保険料収納率の向上を図りながら、割り戻す収納率を実績

値に近づけていく。 

 
（4） 激変緩和措置の期間（赤字解消・削減期間） 

国は、国民健康保険運営方針の期間との調和を図り、国民健康保険特別会計におけ

る赤字（決算補填等目的の法定外一般会計繰入金）を解消・削減する期間を原則、６

年以内としている。 
区では平成３０年度の保険料率を算出するために用いる収納率（割り戻す収納率）

と直近の収納率の乖離が大きく、収納率向上の取り組みを進めてもなお、目標とする

収納率に近づくには相当期間を要することを踏まえ、区の激変緩和措置期間は、都が

策定した国民健康保険運営方針の対象期間（３年間）の３倍の９年間とし、段階的に

法定外繰入金を削減するとともに、割り戻す収納率を目標とする収納率に近づけてい

くこととする。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中野区の

納付金 

＋ 
葬祭費等 
（医療分のみ） 

÷ 
収納率 ＝ 

賦課すべ

き保険料

必要総額 
３０年度保険料率 

中野区の直近（２８年度）の

収納率（８５．１３％）では

なく、９６％で割り戻す。 

支援分と介護分の納付金の９％相当額

を控除する。（９％相当額は、一般会計

からの繰入金で賄う。） 
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＜激変緩和措置②のイメージ＞ 

 

収納率の向上を図りながら、割り戻す収納率を目標収納率に近づけていく。 

 

６ 一人当たり保険料 

 基礎分＋支援分 介護分 

① 29年度 118,441円 30,986円 

② 30年度 123,275円 31,924円 

差（②－①） 4,834円 938円 

 

７ 今後の予定 

３月   中野区国民健康保険条例の一部を改正する条例、提案 

 

96.0% 95.3% 94.5% 93.8% 93.0% 92.3% 91.5% 90.8% 
90.03% 

85.13% 86.04% 86.95% 87.86% 88.77% 89.68% 90.03% 
90.03% 

78.0%
80.0%
82.0%
84.0%
86.0%
88.0%
90.0%
92.0%
94.0%
96.0%
98.0%

30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 

割戻す収納率 
目標収納率 



資料５ 

 

国民健康保険における保険料率等の推移 

 

 

１ 保険料率の推移 

 

 基礎分 支援分 介護分 計 

所得割 

（％） 

均等割 

（円） 

所得割 

（％） 

均等割 

（円） 

所得割 

（％） 

均等割 

（円） 

所得割 

（％） 

均等割 

（円） 

２６年度 6.30 32,400 2.17 10,800 1.76 15,300 10.23 58,500 

２７年度 6.45 33,900 1.98 10,800 1.58 14,700 10.01 59,400 

２８年度 6.86 35,400 2.02 10,800 1.61 14,700 10.49 60,900 

２９年度 7.47 38,400 1.96 11,100 1.63 15,600 11.06 65,100 

３０年度案 7.49 38,400 2.23 11,100 1.67 15,600 11.39 65,100 

 

２ 賦課限度額の推移 

（単位 円） 

 基礎分 支援分 介護分 賦課限度額（計） 

平成２６年度 510,000 160,000 140,000 810,000 

平成２７年度 520,000 170,000 160,000 850,000 

平成２８年度 540,000 190,000 160,000 890,000 

平成２９年度 540,000 190,000 160,000 890,000 

平成３０年度案 580,000 190,000 160,000 930,000 

 

３ 一人当たり保険料の推移 

一人当たりの保険料は、毎年増加している。 

 
基礎分＋支援分 介護分 

合計 

（基礎＋支援＋介護） 

金額 

（円） 

増減率 

（％） 

金額 

（円） 

増減率 

（％） 

金額 

（円） 

増減率 

（％） 

平成２６年度 103,103 4.71 30,861 3.86 133,964 4.47 

平成２７年度 106,545 3.34 29,872 -3.20 136,417 1.83 

平成２８年度 111,189 4.36 29,924 0.17 141,113 3.44 

平成２９年度 118,441 6.52 31,378 4.86 149,819 6.17 

平成３０年度案 123,275 4.10 31,924 1.74 155,199 3.60 

 



資料６

基礎分
（60:40）

支援分
(61:39)

介護分
(52:48)

計
基礎分＋支援分

(58:42)
介護分
(50:50)

計

所得割率 7.49% 2.23% 1.67% 11.39% 9.43% 1.63% 11.06%

均等割額(円) 38,400 11,100 15,600 65,100 49,500 15,600 65,100

1人当たり保険料額(円) 95,147 28,128 31,924 155,199 118,441 31,378 149,819

賦課限度額(円) 580,000 190,000 160,000 930,000 730,000 160,000 890,000

①年金受給者（65歳以上）1人世帯　〔世帯主（65歳）のみ〕 【単位：円】

100万円 ※153万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円

14,850 14,850 83,921 188,121 265,918 345,130 425,285 505,440

区保険料（最終案）〔b〕
（基礎分+支援分） 14,850 14,850 85,284 192,384 272,573 354,221 436,841 519,461

前年度保険料との比較
〔b〕-〔a〕 0 0 1,363 4,263 6,655 9,091 11,556 14,021

均等割軽減割合対象 ７割 ７割 ２割

②年金受給者（65歳以上）2人世帯　〔世帯主（65歳）＋配偶者（65歳・収入なし）〕 【単位：円】

100万円 ※153万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円

29,700 29,700 93,821 237,621 315,418 394,630 474,785 554,940

区保険料（最終案）〔b〕
（基礎分+支援分） 29,700 29,700 95,184 241,884 322,073 403,721 486,341 568,961

前年度保険料との比較
〔b〕-〔a〕 0 0 1,363 4,263 6,655 9,091 11,556 14,021

均等割軽減割合対象 ７割 ７割 ５割

③給与所得者（65歳未満）1人世帯　〔世帯主（40歳）のみ〕 【単位：円】

※98万円 100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円

19,530 34,762 163,534 240,954 322,798 411,278 499,758 592,662

区保険料（最終案）〔b〕
（基礎分+支援分+介護分） 19,530 34,828 166,471 246,201 330,487 421,607 512,727 608,403

前年度保険料との比較
〔b〕-〔a〕 0 66 2,937 5,247 7,689 10,329 12,969 15,741

均等割軽減割合対象 ７割 ５割

④給与所得者（65歳未満）2人世帯　〔世帯主（40歳）＋配偶者（40歳・収入なし）〕 【単位：円】

※98万円 100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円

39,060 67,312 202,594 306,054 387,898 476,378 564,858 657,762

区保険料（最終案）〔b〕
（基礎分+支援分+介護分）

39,060 67,378 205,531 311,301 395,587 486,707 577,827 673,503

前年度保険料との比較
〔b〕-〔a〕

0 66 2,937 5,247 7,689 10,329 12,969 15,741

均等割軽減割合対象 ７割 ５割 ２割

国民健康保険モデル世帯別保険料の前年度比較

保険料率等
（旧ただし書方式）

年収

29年度基準保険料〔a〕
（基礎分+支援分+介護分）

３０年度 ２９年度

※年金収入153万円及び給与収入98万円は、均等割のみ世帯の収入上限である。

※平成27年度賦課時統計において、国保2人世帯以下及び総所得400万未満の割合は9割を超える。

※一人当たり保険料額は、賦課総額÷被保険者数

30
年
度

年収

29年度基準保険料〔a〕
（基礎分+支援分）

30
年
度

年収

29年度基準保険料〔a〕
（基礎分+支援分）

30
年
度

30
年
度

年収

29年度基準保険料〔a〕
（基礎分+支援分+介護分）
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